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第 2 章 九州芸術工科大学の発展 

 
 
第 1 節 大学院の設置 
 
（1）大学院修士課程の設置 
 

専攻科の設置 

 大学院の設置は大学の開設当初から検討されてきたが、1971（昭和 46）

年の 5 月 10 日の企画運営委員会において、小池新二委員長はひとまず専攻

科を置いて準備期間を設けることを提案した。その理由について事務局は、

①大学院において 1 つの専攻課程が成立するためには 4 人の教授が大学院の

教員資格に該当することが最低条件となるが、九州芸術工科大学の場合、1

学科の教授の定員が 4 人と最小限度の規模であるので、学部の充実が先決問

題となる、②技術的に 4 学科を併せた専攻を考えるにしても、その理由を大

学院の性格に合致するようなかたちでまとめなければならないなどの説明を

行っている（「企画運営委員会（第 23 回）議事要旨」）。 

 5 月 24 日の企画運営委員会では、専攻科設置の準備を①専攻の数について

は、専攻科を設置する場合、各学科を基礎として専攻を置くことが一般的で

あるので本学も 4 専攻を置く、②学生定員については、法令に基準はないも

のの、1 学科の入学定員が 40 人であれば 1 専攻の定員を 5 人としている他

の国立大学の比率に鑑みて、1 専攻 4 人とする、③教育課程については、学

長の諮問を受けて教育課程委員会で検討したものを使用する、という方針で

進めることとなった（「企画運営委員会（第 24 回）議事要旨」）。その結果、

学則の一部改正と「九州芸術工科大学専攻科規則」の制定により、1972 年 4

月 1 日に芸術工学専攻科が設置された（「企画運営委員会（第 44 回）議事要
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旨」「拡大教授会（第 16 回）議事要旨」）。なお、専攻科規則の第 2 条におい

ては学生定員が当初の方針から 1 専攻 5 人に変更されている。 

 

大学院設置の検討 

 その一方で、大学院設置検討委員会が 1971 年 11 月に学長の諮問を受けて

作業を始め、翌 1972 年 4 月 28 日に「本学における大学院の目的等について

（答申）」をまとめた（「企画運営委員会（第 45 回）議事要旨」）。その骨子

としての「本学における大学院の目的等について」が 1972 年 6 月 13 日の拡

大教授会によって確認された。これは、大学院の目的を「指導的役割をはた

しうる総合的な設計家（研究者および教育者を含む。）を養成する」とし、研

究科の組織を「基本的態度としては、4 学科を基礎とする 4 専攻課程とする」

とするものであった（「拡大教授会（第 16 回）議事要旨」）。 

 「本学における大学院の目的等について（答申）」には別紙として「大学院

の目的に係る報告書草案」が添えられている。この草案は「指導的役割をは

たしうる総合的な設計家」の具体的な内容を検討している。 

ここでは、九州芸術工科大学が目指している設計は、技術的知識や造形的

能力のみならず、人間とその社会生活への深い洞察、創造力、社会的倫理観

を伴う決断力等を必要とする全人間的活動であるとされる。そうした活動と

しての設計が一貫した意図と方法意識を伴って遂行されるとき、「総合的設

計」と呼ばれるのであった。この総合的設計は、①生産の場において需要が

増大する傾向にあること、②近時、人口環境が広がり続けるなかで人工物が

相互に矛盾を示し始めたこと、③文化的活動としての総合的設計が重大な任

務を帯びていることから、社会的要請が高まりつつあるとされた。とはいえ、

芸術工学部の目的は総合的設計者となるための基礎教育にある。だからこそ、

社会的文化的活動のリーダーとしての「指導的設計家」の養成が九州芸術工

科大学大学院の主要な目的となりうるのであった。 

さらにここでは、「提案」というかたちで修了者の称号や課程のあり方が示
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されている。 

称号については、「指導的設計家」は九州芸術工科大学大学院による資格の

認定にとどまらず社会的にも認められなくてはならない、そのためには従来

の修士・博士とは異なる新しい表現が望ましい、例えば専門領域に応じて住

宅設計家、建築設計家、機器設計家、工業設計家、写真設計家、映像設計家、

音響機器設計家、音響設計家といった称号が考えられる、とされた。 

また、課程については、現行の大学院設置基準（文部省令）が修士課程に

要求しているのは研究能力の養成までであり、九州芸術工科大学大学院の修

了者に期待される文化の進展に対する寄与、研究を指導する能力の養成は博

士課程に相当する要件である、したがって九州芸術工科大学大学院は博士課

程（後期 3 年の課程）に相当し、入学資格としては修士課程の修了を 2 年間

の実務経験に代えることが考えられる、とされた。 

このように大学院設置検討委員会は、九州芸術工科大学の特色を踏まえた

柔軟な発想によって大学院のあり方を検討していたのである。 

ところで、大学院設置検討委員会においては 1972 年 6 月 13 日の拡大教授

会における「本学における大学院の目的等について」の確認を踏まえて検討

が重ねられ、1973 年 11 月 6 日に「本学における大学院の設置に関する基本

的事項について（答申）」が、1975 年 4 月に「芸術工学に関する大学院設置

について（答申）」がまとめられた。 

 「本学における大学院の設置に関する基本的事項について（答申）」は、ま

ず「本学における大学院の目的等について」中の「総合的な設計」が建学の

理念である「技術の人間化」を達成するための具体的活動を指すことを確認

する。その上で大学院の構成については、修士課程を置くものとし、学位の

称号は芸術工学修士とするとされた。修士課程の設置は、実務家の養成とい

う大学院の目的に鑑みて修士課程の修了者の大多数は社会に出ると考えられ

たこと、芸術工学修士の採用は、現行の学位規則が改正される見通しが立た

ないことなどを理由としていた。また、研究科の組織については、4 学科を
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基礎とする 4 専攻課程とすることが踏襲された。さらに入学資格については、

実務経験を受験資格とすることなども検討されたが、教育の機会均等の観点

から特別な条件を付さないこととした。また、修了要件については、九州芸

術工科大学の目的を踏まえて修士論文または修士設計を課すこととされた。 

 この答申をまとめるにあたって大学院設置検討委員会が痛感したのは、大

学院設置の大前提となる学部、とくに教員の充足であった。そのため答申の

別記では、開学以来 5 年 6 ヵ月の長期間、いまだに補充できない学科目をは

じめとして多くの欠員が残されていることから 2 専攻課程にせよという声も

聞かれるが、将来の芸術工学の発展のためにも 4 専攻課程という従来の方針

を再確認した、人事問題の解決に向けて常置教授会が適切な処置を執ること

を求めるという主張が展開されている。この答申の取扱いについては、1973

年 11 月 26 日の企画運営委員会で審議されたが、各学科・系列による検討期

間が必要とされ、当分の間保留となった（「企画運営委員会（第 65 回）議事

要旨」）。 

「芸術工学に関する大学院設置について」は、前回答申の再検討と大学院

の設置に関する具体的方策から成っていた。前回答申の再検討は、その趣旨

を認める一方で内容に部分的な修正を施している。具体的方策は、目標開設

年度を 1977 年度に定めるとともに、1976 年度概算要求が行えるように準備

を進めることとしている。ここでは、大学院設置の具体化には学部の充実が

不可欠な条件であるが、教員の充足状況（現在の欠員や将来予想される欠員）

を考慮に入れると大学院教育を担当しうる多数の人材を短期間に求めること

は予断を許さないため、過渡的に「4 専攻課程と同等の教育水準を持つ、他

の研究科の組織」を検討することが望ましいとされた。その組織については、

①教員の充実した学科を基礎とする 2～3 の専攻課程をとりあえず開設し、

将来的には 4 学科を基礎とする 4 専攻課程とする案、②同系統の学科 2 つを

併せたものを基礎とする 2 専攻課程とする案、③幅広い教育を行う目的から

4 学科全体を基礎として「芸術工学専攻（仮称）」を設ける案が別途示された。
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このうち②については、「本学設立の経緯等」から判断して「生活環境専攻（仮

称）」および「情報伝達専攻（仮称）」の 2 つにまとめることが望ましいと説

明されている。「本学設立の経緯等」とは、九州芸術工科大学の設置に際して

大学設置審議会の大学基準分科会によって決定された「芸術工学の基本的な

あり方について」が、環境設計学科と工業設計学科、画像設計学科と音響設

計学科をそれぞれ「生活環境関係」「情報伝達関係」という 2 つの「専攻系

列」に分類していたことを意味するものであった（大学学術局大学課「芸術

工学部の基準について」、『大学資料』第 26 号、1968 年 2 月、p.64）。 

また、具体的方策は、別記として教員の欠員補充も含めて大学院設置を具

体化するための諸問題を速やかに解決するべく、学長を中心に全学的視野に

立った機関を設置することを要望している。この要望については、常置教授

会が教員の選考を所掌することから新たな機関は設置せず、代わりに学長が

附属図書館長および学生部長に協力を依頼して欠員のある学科と協議しなが

ら問題の解決にあたることとなり、1975 年 4 月 15 日の企画運営委員会と 4

月 22 日の常置教授会で了承された（「企画運営委員会（第 91 回）議事要旨」

「常置教授会（第 64 回）議事要旨」）。 

その後、学長を中心として教員の欠員補充が進められた上で、大学院設置

検討委員会は 1976 年 5 月に活動を再開した。そして、改めて学長の諮問を

受けて同年 6 月 16 日に「大学院の早期設置に関する施策について（答申）」

がまとめられた。 

この答申においては、研究科の組織が次のように示された。 

設計分野における高度の研究教育に対処できるよう、学部段階の組織

を基礎としてそれぞれの専門分野が相互に連関し有機的に機能して、本

学設置目的を達成しうる理想的研究科の組織として、芸術工学研究科を

置き、2 専攻課程（生活環境専攻課程、情報伝達専攻課程）でもって構

成する。 

これらの提案を 6 月 19 日の企画運営委員会が了承したことを受けて、同
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委員会に「大学院設置

に関する基本的事項

（案）」が諮られた。そ

こには①大学院は修士

課程とする、②大学院

に芸術工学研究科を置

き、芸術工学研究科は

2 専攻課程（生活環境

専攻課程・情報伝達専

攻課程）で構成する、

③学生定員は 1 専攻課

程あたり 16 人の 32 人とすることが列挙されていた。この案は太田博太郎委

員長による説明の後、拡大教授会に付議され、6 月 26 日に承認された（「企

画運営委員会（第 104 回）議事要旨」「拡大教授会（第 29 回）議事要旨」）。 

 

大学院修士課程の設置 

こうして大学院の設置申請が進められることとなった。その過程で作成さ

れた「大学院の基本構想」において、大学院の目的は「学部における一般的

並びに専門的教育を基礎として、芸術工学に関する高度の理論及び応用を教

育研究し、指導的役割をはたしうる総合的な設計家を養成すること」とされ

た。また、生活環境専攻では、機械・器具・建築物・地域施設等、生活環境

の多様な物的諸要素について高度な設計方法を開発して修得するための研

究・教育を、情報伝達専攻では、種々の目的による視聴覚情報の構成・伝達

について高度な設計方法を開発して修得するための研究・教育を行うことが

示された。生活環境専攻には環境設計学科と工業設計学科、情報伝達専攻に

は画像設計学科と音響設計学科とそれぞれ同一名称の講座を、両専攻にはシ

ステム工学と情報工学の共通講座を置くこととされている。この基本構想は

図 8-6 生活環境専攻授業風景 
出典：『大学概要』1980 年版。 
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1977 年 2 月 22 日の企画運営委員会で了承された（「企画運営委員会（第 117

回）議事要旨」）。 

 3 月 14 日、大学院の設置申請が大学設置審議会の総会で了承された（「企

画運営委員会（第 119 回）議事要旨」）。5 月 2 日には「国立学校設置法及び

国立養護教諭養成所設置法の一部を改正する法律」（昭和 52 年法律第 29 号。

資料編Ⅱ－450、pp.369-370）が公布・施行され、九州芸術工科大学に大学

院が置かれるとともに、「国立大学の大学院に置く研究科の名称及び課程を定

める政令の一部を改正する政令」（昭和 52 年政令第 134 号。資料編Ⅱ－451、

p.371）も公布・施行され、同大学院に芸術工学研究科の修士課程が置かれ

た。さらに九州芸術工科大学は学則を全部改正（1977 年 5 月 2 日制定施行、

同年 4 月 1 日から適用）し、大学院芸術工学研究科修士課程に生活環境専攻

と情報伝達専攻を置いた（資料編Ⅱ－452、pp.371-388）。同時に制定された

学位規則では、大学院の課程を修了した者に授与する学位を芸術工学修士と

すること、学位の授与を受けようとする者は学長に修士論文または修士作品

を提出することなどが規定された（資料編Ⅱ－453、pp.388-390）。なお、こ

の大学院の設置に伴い芸術工学専攻科は廃止された。 

 

（2）大学院博士後期課程の設置 
 

2 大講座制への移行 

 大学院修士課程設置後の 1980（昭和 55）年 9 月 26 日、吉武泰水
や す み

学長は

将来における九州芸術工科大学の教育・研究とそれに関係する施設等の基本

的なあり方について将来計画委員会に諮問した。これを受けて翌 1981 年 11

月 30 日、将来計画委員会は「本学の将来計画（答申）」をまとめた（「企画

運営委員会（昭和 55 年度第 8 回）議事メモ」「企画運営委員会（昭和 56 年

度第 13 回）議事要旨」）。この答申は、九州芸術工科大学の設立理念を損な

わずに特殊性を生かした「学際領域の総合化」を目標として打ち出すもので
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あった。その上で長期的計画に博士課程の設置、中期的・短期的計画に修士

課程、学部および学内共同利用施設の整備充実などが掲げられた。 

このうち中期的将来計画についてまず着手されたのが学科・系列の整備、

とくに講座・学科目の再編成であった。その理由は、博士課程設置の実現に

向けて大学の研究活動をよりいっそう活性化するための刺激が必要であるこ

となどに求められていた（「企画運営委員会（昭和 58 年度第 1 回）議事要旨」

「企画運営委員会（昭和 59 年度第 5 回）議事要旨」）。こうして学内で検討

が進められた結果、従来の 4 講座制は 1986 年度に環境設計学科が環境設計

基礎学・環境設計講座、画像設計学科が画像設計基礎学・画像設計講座に、

1988 年度に工業設計学科が機能設計・形態意匠講座、音響設計学科が音響環

境学・情報音響学講座にそれぞれ再編されるかたちで、2 大講座制に移行す

ることとなった。 

 

連合大学院構想 

この間、九州芸術工科大学は連合大学院構想に関与していた。九州におけ

る連合大学院構想は、1974 年 5 月の九州地区国立大学工学部長会議に遡る。

この会議では連合大学院（博士課程）の設置検討を目的として九州内連合大

学院打合せ会を設けることとなった。1979 年 7 月、打合せ会は連合大学院

の可能性について検討するために九州内連合大学院懇談会を設置した。懇談

会は 1979 年 10 月から検討を始めて翌年 5 月までに報告をまとめ、1980 年

7 月の打合せ会に報告した。 

この報告では「九州地区で連合大学院を設置することは可能である。工学

系が中心になることは勿論であるが、九州地区の特色を活かして他の学系の

参加による総合大学院方式も考える余地もあろう」とした。しかし、このよ

うな構想に対しては学内において九州芸術工科大学の教育研究の推進に適す

るとはかぎらないといった見解が示されていた（「企画運営委員会（昭和 55

年度第 9 回）議事要旨」）。また、1981 年 10 月の九州内連合大学院懇談会に
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おいても、連合大学院に

対する各大学の教員の関

心が低いこと、一部には

独自に博士課程設置を検

討する大学もあること、

他地区の連合大学院構想

にも進展がみられないこ

となどから、九州地区と

しては各大学で特色のあ

る博士課程を設置し、そ

の博士課程を連合する大

学院連合の実現を検討す

る方向で意見がまとまった（「企画運営委員会（昭和 56 年度第 12 回）議事

要旨」）。 

 

博士課程の設置 

 九州芸術工科大学は 1986 年度概算要求より博士課程の設置を盛り込んだ

（「拡大教授会（昭和 60 年度第 1 回）議事要旨」）。さらに 1987 年 6 月 12

日には将来計画委員会が「博士課程の特色等について（答申）」をまとめた。

この答申は、日本の科学技術の国際的な発展のために「異分野を有機的に複

合させた、いわゆる学際的領域」を探究する能力の重要性を説く。そして、

そのような能力を持った人材を生活環境・情報伝達の各専攻内あるいは両専

攻の複数教官による研究指導などにより養成することなどを博士課程の特色

とした（「企画運営委員会（昭和 62 年度第 7 回）議事要旨」）。また、翌 1988

年 8 月には博士課程設置に関する社会的ニーズを把握するため、民間企業等

に対するアンケートが実施された。このアンケートは、芸術工学分野に高度

の専門的能力を有する職業人の養成・生涯学習の場・国際化への対応などの

図 8-7 大学院博士課程設置記念式典（1993 年） 
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機能を持つ博士課程の設置が必要か、博士課程修了者の採用の隘路となって

いるのはどのような点か、博士課程が設置された場合に修了者の採用を検討

するか、また社内に学位取得希望者がいるか、自社の技術者・研究者が博士

課程に入学した場合に社内の施設・設備などを利用して研究することに便宜

を図れるかなどを尋ねるものであった（「企画運営委員会（昭和 63 年度第 9

回）議事要旨」）。 

一方で、1991（平成 3）年 7 月に博士課程設置計画概要を文部省に説明し

た際の同省からの指導・助言を受けて、各教員の教育研究業績の向上、欠員

教員補充の速やかな実施、大学院で講義と学位論文の指導が可能な○合 教員の

確保、現行修士課程の入学志願者の増加と定員充足率の上昇が図られた（「企

画運営委員会（平成 3 年度第 13 回）議事要旨」）。 

 このような取り組みの結果、1993 年度に博士課程が設置されることとなっ

た。1993 年 3 月 26 日の「国立学校設置法施行令の一部を改正する政令」の

公布（平成 8 年政令第 56 号、4 月 1 日施行。資料編Ⅱ－454、pp.390-391）

により、九州芸術工科大学大学院芸術工学研究科の修士課程は博士課程に改

められた。さらに九州芸術工科大学は学則を全部改正（1993 年 4 月 1 日制

定施行）し、大学院芸術工学研究科博士課程に生活環境専攻と情報伝達専攻

を置くこと、博士課程を前期 2 年の博士前期課程と後期 3 年の博士後期課程

に分けて、博士前期課程を修士課程として取り扱うこと、1 専攻あたりの入

学定員（収容定員）をそれぞれ博士前期課程 24（48）、博士後期課程 8（24）

とすることなどを定めた（資料編Ⅱ－455、pp.391-419）。同時に全部改正さ

れた学位規則では、博士前期課程の修了者に修士（芸術工学）、博士後期課程

の修了者に博士（芸術工学）または博士（工学）の学位を授与することなど

が規定された（資料編Ⅱ－456、pp.419-425）。なお、1991（平成 3）年文部

省令第 27 号により学位規則が一部改正され「芸術工学修士」は「修士（芸

術工学）」に改称されていた。10 月 5 日から 9 日にかけては、博士課程の設

置を記念して「アメニティのデザイン―国際シンポジウム’93」が福岡市役所
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と九州芸術工科大学の 2 会場で開催された。 

 

社会人学生の受け入れ 

九州芸術工科大学は博士課程の設置を目指すなかで、社会人学生の受入れ

に積極的な姿勢を示していた。1990 年 3 月に将来計画委員会が取りまとめ

た「博士課程における社会人教育及び国際化への対応について」では、社会

人学生受入れの意義が社会のニーズに対応した高度な研究・設計の場を設定

し、社会人の再教育を図り学位取得の道を拓くことにより、社会的な責務を

果たすことにあると説明されていた（「企画運営委員会（平成元年度第 20 回）

議事要旨」）。また、博士課程の設置にあたっては、学力検査を課さずに面接

試験のみを行う社会人特別選抜試験も実施するようになっていた（「拡大教授

会（平成 4 年度第 3 回）議事要旨」）。そのような姿勢は、文部省が大学院な

どにおける社会人の「リフレッシュ教育」を施策としたこととも相俟って、

1996 年度概算要求に大学院への社会人受入れのための入学定員枠設定と、情

報伝達専攻への「応用情報伝達講座」設置を盛り込むことにつながった。こ

の講座は社会的要請を意識して、マルチメディア関係分野の大学院独立講座

として構想されていた（「企画運営委員会（平成 7 年度第 14 回）議事要旨」

「企画運営委員会（平成 7 年度第 15 回）議事要旨」）。 

こうして 1996 年 4 月 1 日の学則の一部改正により、情報伝達専攻に応用

情報伝達講座が置かれ、情報伝達専攻の入学定員（収容定員）もそれぞれ博

士前期課程 28（56）、博士後期課程 12（36）に改められた（「拡大教授会（平

成 7 年度第 6 回）議事要旨」。『芸工大公報』第 640 号、1996 年 4 月 15 日）。 

 

学部・大学院の改組 

ところで、高等教育機関が拡大していくなかで高等教育機関に対する社会

の要請が多様化するのに対応して実施された 1991 年の大学設置基準の大綱

化は、九州芸術工科大学にも大きな影響を与えていた。1990 年 12 月から翌
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年 11 月までは教育課程委員会で、1992 年 7 月から 1994 年 3 月までは将来

計画委員会で大学設置基準の大綱化に伴う教育課程のあり方について審議が

行われていたが、全学的な意思決定には至っていなかった。そうしたなかで

1995 年 11 月 1 日に教育課程委員会が学長に答申した「大学設置基準の大綱

化に伴う教育課程の見直しについて」では、特色ある教育課程の編成に向け

て一般教育等の学科目制の廃止と全学講座化に伴う組織改編を見据え、「全学

出動体制」を採ることを打ち出した。全学出動体制とは、従来の一般教育担

当・専門教育担当といった教官の固定化を廃止して、全教官の参加と協力の

下に学部教育を行うこととされた（「企画運営委員会（平成 7 年度第 23 回）

議事要旨」）。 

その一方で教育研究組織の見直しも進められ、10 月 17 日の企画運営委員

会は「芸術工学部改組計画（案）」「芸術情報設計学科（又はメディア環境設

計学科）（仮称）の基本コンセプトについて」を承認した。改組計画案は、基

本方針を①全学講座化を図り、一般教育等系列教官もすべて参画する、②全

学出動体制による教養教育と専門教育を実施し、教育内容の充実・教育機能

の強化を図る、③芸術工学部 4 学科 2 系列を改組再編し、5 学科構成とする

ことなどを掲げていた。また基本コンセプトは、改組計画案の 5 学科構成が

従来の 4 学科に新学科を加えていたのを受けて、高度情報通信網を基盤とす

る社会「マルチメディア・コミュニケーション社会」において、芸術・文化

などを重視した人間と調和のとれたメディア環境を計画・設計するための教

育研究を行う学科として、新学科を説明していた。この 5 学科構成において

は従来の 1 学科 2 大講座が 3 講座、すなわち環境設計学科―環境論・環境計

画設計・環境システム講座、工業設計学科―人間工学・インダストリアルデ

ザイン・知的機能工学講座、画像設計学科―視覚学・視覚芸術学・画像工学

講座、音響設計学科―音文化学・音響環境学・音響情報学講座、芸術情報設

計学科―芸術文化論・メディア設計学・情報環境学講座に再編されている（「企

画運営委員会（平成 7 年度第 21 回）議事要旨」）。3 大講座の導入は、1996 
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年 7 月 3 日の企画運営委員会で承認された大学改革案「［芸術工学］のめざ

すもの 2001 年への展望（大学改革まとめ）」によれば、教育研究機能を教

養教育と専門教育の有機的連携によって整備・充実し、講座内容の明確化に

よって強化することを意図するものであった（「企画運営委員会（平成 8 年

度第 11 回）議事要旨」）。 

この動きは大学院にも波及し、生活環境専攻には環境設計学科と工業設計

学科の講座、情報伝達専攻には画像設計学科と音響設計学科の講座とそれぞ

れ同一名称の「分野」を置くこととなった。ただし、情報伝達専攻の独立講

座である応用情報伝達講座の名称は変更されなかった。こうして 1997 年 4

月 1 日の学則の一部改正により、一連の学科の改組と教育課程の改正が実現

した（「拡大教授会（平成 8 年度第 6 回）議事要旨」）。 

 さらに大学院自体のあり方についても、将来計画委員会が学科改組や技術

革新の加速化・生涯学習社会の進展などを踏まえて審議を行った。ここでは、

いくつかの組織形態が検討されたが、結局 1998 年 3 月 13 日に「芸術工学研

究科の下に 1 専攻（芸術工学専攻（仮称））を置き、現行 5 学科の 3 講座に

対応する 15 教育分野、及び、独立講座を整備拡張した新しい教育研究分野

で構成する」という「大学院の在り方等について（答申）」がまとめられた。

それは、①横断的教育研究体制を実現しやすくすること、②必要に応じて学

表 8-1 芸術工学専攻における「分野」の位置づけ 

 環境設計系 工業設計系 画像設計系 音響設計系 芸術情報 
設計系 

文化・人間科学
領域 環境論 人間工学 視覚学 音文化学 芸術文化論 

計画・設計領域 環境計画 
設計 

インダストリ
アルデザイン 

視覚芸術学 音響環境学 メディア 
設計学 

科学・技術領域 環境システム 知的機能工学 画像工学 音響情報学 情報環境学 
出典：「大学院における各分野の教育研究内容」。 
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科との連携を強化して、教育の専門性をさらに強化することも可能とするこ

と、③独立講座の新設や横断的教育研究分野を創出しやすくすることを目標

としていた（「企画運営委員会（平成 9 年度第 14 回）議事要旨」「企画運営

委員会（平成 10 年度第 1 回）議事要旨」）。この組織形態は、7 月 21 日の企

画運営委員会で「1 専攻（積上げ方式）」として了承されている（「企画運営

委員会（平成 10 年度第 10 回）議事要旨」）。その後、大学院の改組について

文部省との協議が開始され、2000 年 3 月ごろおおむね了承された（「企画運

営委員会（平成 11 年度第 25 回）議事要旨」）。 

こうして 2001 年 4 月 1 日の学則の一部改正により、大学院が改組されて

芸術工学専攻が設置された（「教授会（平成 12 年度第 18 回）議事要旨」）。

また、芸術工学専攻が学部の 5 学科 15 講座と同一名称の「分野」を置くこ

と、授業科目が「環境設計」「工業設計」「画像設計」「音響設計」「芸術情報

設計」の 5 つの「系」と「文化・人間科学」「計画・設計」「科学・技術」の

3 つの「領域」によって体系化されることなども定められた。文部省向けの

説明資料「大学院における各分野の教育研究内容」のなかでは、系を横軸、

領域を縦軸とするマトリクス上に各分野が配置されている（「企画運営委員会

（平成 11 年度第 25 回）議事要旨」）。このような系と領域の関係は、芸術工

学専攻が専門分野のみならず各領域においても協調することで芸術工学の高

度な設計方法を開発し、修得するための教育研究を行うことを意図したもの

であった（『大学概要』2001 年版、p.26）。 

 
 
第 2 節 附属施設の設置 
 
（1）附属施設の設置 
 

 九州芸術工科大学の創立に際しては、大学の特色を念頭に置いた施設の新



第 8 編 九州芸術工科大学の創立 

250 

設が主張されてい

た。そうした施設と

しては、例えば 1966

（昭和 41）年 7 月に

「国立産業芸術大学

（仮称）設置の調査

に関する会議」の専

門委員が福岡教育大

学の跡地を実地調査

した際の報告におい

ては、総合視聴覚大教室、製図室、造園植物標本園、写真現象用暗室、各種

スタジオ、無響室・残響室などが（資料編Ⅱ－441、pp.310-311）、1968 年 1

月に大学基準分科会が決定した「芸術工学の基本的なあり方について」にお

いても、木工・金工・合成樹脂・石膏・塗装・製版・印刷などの実験工房、

生体機能測定室、人工気候室などが挙げられている（大学学術局大学課「芸

術工学部の基準について」、『大学資料』第 26 号、1968 年 2 月、p.66）。こ

のような認識は附属施設の設置においても継承されていった。 

 

附属図書館 

共同利用施設としては附属図書館が大学の創立と同時に設置された。1968

（昭和 43）年 6 月 1 日の開館にあたって、多比良稔附属図書館長は九州芸術

工科大学の方針に合致するように図書のほか資料に重点を置き、情報センタ

ー・資料センター的な図書館を目指したいと抱負を語っている（「教官会議（第

3 回）議事要旨」）。1972 年 9 月 18 日の新営附属図書館の開館により設備も

充実していくなか（『芸工大公報』第 72 号、1972 年 8 月 15 日）、1978 年

12 月には学内の教官の研究・教育にとどまらず学外の研究者にとっても有用

な資料として「ロイド・モーガン建築関係コレクション」を購入した。この

図 8-8 九州芸術工科大学附属図書館 
出典：『大学概要』1978 年版。 
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コレクションは、ニューヨークのア

ストリアホテルの設計で知られる建

築家のロイド・モーガン（Lloyd 

Morgan, 1892～1970）が収集した

図面・図書・資料・絵葉書などによ

って構成される。その購入にあたっ

ては、文部省から 1978 年度共同利

用外国図書購入費の配分を受けてい

た。このコレクションを、附属図書

館は学生の協力も得てマイクロフィ

ルム化を進めるなどして 1979 年 4

月から利用に供した。さらに同年 8 月には目録もまとめて刊行している（北

村音一「まえがき」、『 CATALOGUE OF THE LLOYD MORGAN 

ARCHITECTURAL COLLECTION』、九州芸術工科大学附属図書館、1979

年）。 

 

工作工房 

1970（昭和 45）年 9 月には工作工房棟が完成した。1973 年 2 月 12 日に

決定された運営方針によれば、工作工房は環境設計学科、工業設計学科（工

業設計第一・第二）および一般教育等系列（基礎造形に係るもの）の実習な

どにおいて使用される施設であった。その運営に関する重要な事項について

は関係学科ごとに選出する教官、学生部長、教務課長・工房実習係長によっ

て組織される工作工房運営連絡会議が協議し、その事務については教務課工

房実習係が実習計画の実施準備、実習指導の補助、機械器具類の維持保全な

どを所掌することとされた（『芸工大公報』第 86 号、1973 年 3 月 15 日）。

ここでは、材質に対する造形的思考を深めるための課題制作、製造に関する

基礎的な技術や感覚などを習得することを目指した実習、各種の試作研究が

 
図 8-9 工作工房での実習 
出典：『大学概要』1980 年版。 
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教官、専門技術職員、学生に

よって実施された（『大学概

要』1973 年版、p.6）。 

 

電子計算機室 

 1971（昭和 46）年 11 月 1

日には「九州芸術工科大学電

子計算機室規則」が制定され、

学内共同利用施設の電子計算

機室が設置された（資料編Ⅱ

－457、p.426）。電子計算機については、1970 年度概算要求で九州芸術工科

大学の教育内容は芸術と科学の両分野にまたがる総合的なものであるため、

そこで取り扱う情報量は膨大で多岐にわたるとして教育の能率化に力点を置

いて必要性を訴えたものの（「昭和 45 年度概算要求書附属参考書」）、設置は

認められなかった。そこで 1971 年度概算要求にあたっては、九州芸術工科

大学の特色に鑑みてグラフィックディスプレー装置の必要性を強調するとと

もに（「企画運営委員会（第 8 回）議事要旨」）、九州大学の大型計算機セン

ター（全国共同利用施設、西日本地区を担当）との相互協力を主張した（「昭

和 46 年度概算要求書附属参考書」）。その結果、中型電子計算機の設備費と

施設新営費が配当され、FACOM230-25 を設置することとなり（「昭和 47 年

度概算要求書附属参考書」）、1972 年 4 月 1 日からの稼働に伴って「九州芸

術工科大学電子計算機利用基準」が定められた（『芸工大公報』第 63 号、1972

年 4 月 1 日）。電子計算機室はグラフィックディスプレー装置、アナログ・

デジタル変換装置などを備え、電子計算を用いた設計、音の分析などに活用

された。教育においては、全学生に対して「電子計算機理論」「電子計算機実

習」が必修科目として設けられ、プログラム言語による実習が行われた（『大

学概要』1975 年版、p.16）。1979 年 2 月 24 日には新たな大型電子計算機シ

 
図 8-10 電子計算機の実習 
出典：『大学概要』1974 年版。 
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ステムの導入に合わせて電子計算機室規則が一部改正され、電子計算機室の

名称が情報処理センターに改められている（「企画運営委員会（第 151 回）

議事要旨」。『芸工大公報』第 229 号、1979 年 3 月 1 日）。 

 

多次元デザイン実験棟 

 講堂についても、1978（昭和 53）年 11 月 11 日の企画運営委員会での吉

武学長の提案により、講堂の機能を兼備した新たな施設「多次元デザイン実

験棟」として構想されることとなった。これは、国立学校施設整備費によっ

て管理棟の新営工事が認められ、現管理棟が解体されることを受けたもので

あった（「企画運営委員会（第 148 回）議事要旨」）。翌 1979 年 5 月 15 日の

企画運営委員会では、学長から①実験棟の建設予定地は現在の特 1 号館を撤

去後の跡地とする、②実験棟の管理運営上の位置づけは教職員・学生が原則

として自由に利用できる学内共同利用施設とする、③実験棟で行う「実験」

については、一般的な「実験」と称する概念の範疇に設計・計画の実験、制

作施工なども加え、幅広く考えているといった具体的な構想が述べられた

（「企画運営委員会（昭和 54 年度第 3 回）議事要旨」）。このうち①について

は、1980 年度概算要求のなかで特 1 号館の取り壊しが耐用年数の関係で認

められないことが明らかとなったことから同館に隣接する南側に変更され

た。そのため実験棟は、新営部分と特 1 号館を改修した部分を組み合わせる

形で構成されることとなった（「企画運営委員会（昭和 54 年度第 8 回）議事

要旨」「企画運営委員会（昭和 54 年度第 9 回）議事要旨」）。 

実験棟の竣工は 1980 年 10 月 10 日である（「企画運営委員会（昭和 55 年

度第 8 回）議事要旨」）。翌 1981 年 3 月からは「多次元デザイン実験棟の管

理方法等について」に基づく運用が開始された（『芸工大公報』第 277 号、

1981 年 3 月 1 日）。実験棟は中央実験ホールと基礎実験室に分かれ、ロビー、

制作準備室、控室、倉庫なども備えていた。中央実験ホールは、映像・音響

をはじめ九州芸術工科大学の研究・教育分野で扱う多様な諸媒体を 1 つの大
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空間に総合し、新しい

技術と人間性の統一を

追究する多目的の実験

を行いうるように設計

された。また、一般的

なホールとして諸行事

の会場としても広く使

用された。基礎実験室

は、中央実験ホールに

付随して基礎実験を実施する施設で、室内気候実験室、造型シミュレーショ

ン室、映像実験室、無響室に分かれ、4 学科が相互に連携しつつ研究活動を

継続するように設置されていた。ロビー・展示ホールでは各種作品の展示が

行われた（『大学概要』1981 年版、p.16）。 

 

印刷実験棟 

印刷実験に関する施設の必要性は、開学当時から認識されていた。その後、

一般教育等系列と画像設計学科は印刷技術の向上を背景として教育・研究の

多角化や市民公開講座を行ってきたなかで、専用設備の不備や分散・仮設に

よる作業効率の悪化など、研究・教育の遂行に支障を生じるようになった。

そうした理由から、1982（昭和 57）年度概算要求において印刷実験工房の

新設が認められた（「企画運営委員会（昭和 56 年度第 6 回）議事要旨」「企

画運営委員会（昭和 56 年度第 8 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 57

年度第 6 回）議事要旨」）。その工事は、印刷実験室新営工事として 1982 年

10 月から翌年 3 月末まで行われた（『芸工大公報』第 316 号、1982 年 10 月

15 日）。完成した印刷実験棟は、一般教育等系列と画像設計学科の印刷表現

に関する教育研究を充実させる共同利用施設として、版画研究実験室、スク

リーン印刷実験室、現代印刷実験室、特殊印刷実験室、複製技術実験室、仕

図 8-11 多次元デザイン実験棟 
出典：『大学概要』1980 年版。 
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上室などから成った。ここでは、印刷術が複製文化の基本であることを前提

に印刷を芸術と技術の接点に位置づけて、印刷における技術革新の多様な展

開を踏まえた実験研究が行われた（『大学概要』1983 年版、p.40）。1988 年

12 月 9 日には「九州芸術工科大学印刷実験室運営規程」の制定により、印刷

実験室の運営に関する重要事項を審議するため印刷実験室運営委員会が置か

れることなどが定められた（『芸工大公報』第 464 号、1988 年 12 月 15 日）。 

 

地域共同研究センター 

1986（昭和 61）年 4 月に取りまとめられた臨時教育審議会第 2 次答申は、

大学と社会連携の強化という文脈において、学術研究上の産・官・学の協力

に対する要請が一段と強まっており、産・官・学における人・情報・物の相

互交流を教育・研究の両面にわたって活性化すべきであるという見解を示し

ていた。その上で、国立大学等と民間等の共同研究を推進するために検討す

べきとされたのが、大学に所要の施設・設備・要員等を備えた共同利用セン

ターを附置することであった（臨時教育審議会「教育改革に関する第二次答

申」、『文部時報』1986 年 4 月臨時増刊号、pp.91-93）。これを受けて 1987

年度の富山大学・神戸大学・熊本大学を先駆けとして全国の国立大学に共同

研究センターが設置されていった（神戸大学百年史編集委員会編『神戸大学

百年史』部局史、神戸大学、2005 年、p.1098）。 

1996（平成 8）年度概算要求において、九州芸術工科大学は「地域共同研

究センター」の設置を目指すこととなった。その要求事由では、科学技術の

発展がもたらした正と負の両面を考慮するとき、人間に最も適した生活環境

の実現を図るため、社会と連携して問題解決に取り組むことに対する強い期

待と要請が九州芸術工科大学に寄せられているというかたちで、「技術の人間

化」を建学の精神とする九州芸術工科大学の社会的存在感をアピールする戦

略が採られた。さらに地域共同研究センターの設置を要請している産業界等

関連団体・地方公共団体として、人間生活工学センター、九州通商産業局、
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九州地方建設局、日本放送協会、福岡県、北九州市、福岡市、長崎市が具体

的に列挙された（「企画運営委員会（平成 7 年度第 7 回）議事要旨」）。 

この要求が認められ、1997 年文部省令第 13 号により国立学校設置法施行

規則が一部改正され、九州芸術工科大学地域共同研究センター（芸術工学共

同研究センター）が 1997 年 4 月 1 日に設置された。これに合わせて九州芸

術工科大学では「地域共同研究センター規則」（資料編Ⅱ－460、PP.432-433）、

「地域共同研究センター運営委員会規則」なども整備されている（「拡大教授

会（平成 8 年度第 6 回）議事要旨」）。地域共同研究センターは、芸術工学の

分野における産学官連携の中核的拠点として民間機関等との共同研究・受託

研究、技術者研修・技術相談、学術情報の提供および学術交流の促進を行う

ことで、地域社会の発展と産学の振興に寄与し、学内の学術研究を充実させ

ることに努めた（『大学概要』1997 年版、pp.35-36）。 

 

感性形成センター 

 これまで述べてきたように、九州芸術工科大学は大学の特色を念頭に置い

た実験・実習施設を設置してきたが、1990 年代に入って施設の老朽化や大学

改革への対応という文脈のなかで「芸術工学感性形成センター」の設立を構

想することとなった（「企画運営委員会（平成 11 年度第 6 回）議事要旨」）。

この構想においては従来の造形感性教育や音楽感性教育に加え、高度情報化

社会の到来を受けてコンピューター内の仮想イメージに対する感性教育の必

要性が強く意識されている（「企画運営委員会（平成 11 年度第 6 回）議事要

旨」）。当初はおそらく教職員の定員増加による組織の充実を企図して文部省

の省令施設としての設置も検討されたが、ひとまず学内措置で発足させ、実

績を蓄積することとなった（「企画運営委員会（平成 13 年度第 9 回）議事要

旨」）。こうして 2001（平成 13）年 8 月、芸術的感性と論理的思考の融合に

よる創造を推進するための教育研究を行う学内共同利用施設として感性形成

センターが設置された。センターには、実体環境創造・仮想環境創造・デザ
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インアーカイブの 3 教育研究部門とその技術支援部門が置かれた。また、セ

ンターの附属施設として実体環境創造教育研究部門に工作工房が、仮想環境

創造教育研究部門にデジタル工房がそれぞれ配置された（『大学概要』2003

年版、pp.39-40）。 

 

保健管理センター 

 九州芸術工科大学は創立時より保健室を置いていたが、文部省が保健管理

センターを各大学に順次設置していたことを踏まえて 1980（昭和 55）年度

概算要求に同センターの新設を盛り込んだ（「企画運営委員会（昭和 54 年度

第 6 回）議事要旨」）。これが認められ、1980 年 6 月 21 日の学則の一部改正、

保健管理センター規則（資料編Ⅱ－458、pp.426-427）の制定などによって

設置された同センターは、保健管理医・学校医の健康相談や定期健康診断、

救急処置など学生・教職員の保健管理を行うこととなった（『芸工大公報』第

261 号、1980 年 7 月 1 日。『大学概要』1981 年版、p.20）。 

 

（2）管理運営制度の整備 
 

管理運営組織の動向 

 九州芸術工科大学は、1970（昭和 45）年 5 月の管理運営規則の制定にあ

たって公報に解説を掲載している。そこでは管理運営規則制定の理由が、管

理運営に関する機関の主たるものを 1 つの規則にまとめて規定することによ

り、機関相互の関係を明確にすると説明されていた。その背景には、管理運

営に関する機関について教授会規則、協議会規則、各種の委員会規則等とし

て個別に規定している他大学においては、機関の目的、所掌事項等に関する

相互の関係があいまいになり、無用の混乱が生じているという状況認識があ

った（『芸工大公報』資料版第 4 号、1970 年 6 月 5 日）。ここからは九州芸

術工科大学の管理運営制度全般における管理運営規則の重要性が窺える。 
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以下では、管理運営規則の主要な改正をとおして九州芸術工科大学におけ

る管理運営制度の整備を概観していく。 

1977 年 5 月 2 日の一部改正では、大学院の設置に伴い教授会を学部教授

会・大学院教授会・拡大教授会とし、学部教授会は学部の通常的事項を、大

学院教授会は大学院の通常的事項を、拡大教授会は学部および大学院の基準

的事項を所掌することとした（『芸工大公報』第 186 号、1977 年 5 月 15 日）。 

同年 6 月 11 日の一部改正では、特別委員会として管理運営制度検討委員

会を設置した（『芸工大公報』第 189 号、1977 年 7 月 1 日）。これは、管理

運営規則附則第 6 項が同規則の施行日から 2 年後の再検討を規定していたこ

とを根拠としていた。実際には管理運営規則が施行されて 7 年が経過してい

たが、管理運営制度検討委員会は約 4 年にわたって教授会、企画運営委員会、

特別委員会、専門委員会のあり方に検討を重ねた。その結果、「管理運営制度

について（答申）」が取りまとめられ、管理運営規則の改正によって学長の不

在といった緊急時における企画運営委員会の代理召集を可能とするなどの改

善が具体化されることとなった（「企画運営委員会（昭和 56 年度第 15 回）

議事要旨」「企画運営委員会（昭和 56 年度第 16 回）議事要旨」「企画運営委

員会（昭和 56 年度第 18 回）議事要旨」）。 

 1978 年 6 月 27 日の一部改正では、九州芸術工科大学の教授として 20 年

以上勤務し、教育・学術上とくに功績があった者などに対して名誉教授の称

号を授与する「九州芸術工科大学名誉教授称号授与規則」の制定に合わせて、

名誉教授に関して教授会の所掌事項が追加されるなどした（『芸工大公報』第

214 号、1978 年 7 月 15 日）。 

 1980 年 6 月 21 日の一部改正では、特別委員会として将来計画委員会が設

置されるなどした（『芸工大公報』第 261 号、1980 年 7 月 1 日）。同年の多

次元デザイン実験棟の完成は、「芸術工学 10 年の歴史が生み出した一つの成

果」と捉えられ（『大学概要』1981 年版、p.16）、大学のさらなる発展に向け

て、将来計画を議論する学内の意欲を刺激したのである（「企画運営委員会（昭
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和 55 年度第 2 回）議事要旨」）。以後、将来計画委員会は「学際領域の総合

化」を目標に掲げた翌年 11 月の「本学の将来計画」などを答申していった。 

1993（平成 5）年 5 月、管理運営制度検討委員会は 18 歳人口の減少、大

学の社会的責任としての自己点検・評価の実施、大学設置基準の大綱化、国

際社会への貢献といった重要な課題に対応するため、各種委員会のあり方に

具体的な提案を行うよう学長から諮問を受けた。これにより 1994 年 1 月に

取りまとめられた「管理運営制度の改善について（答申）」では、①現行の特

別委員会（学長の諮問機関）および専門委員会（部局長等の諮問機関）の区

分を常置委員会（学長の諮問機関で実施事項も所掌する機関）、特別委員会（学

長の諮問機関で実施事項を所掌しない機関）および専門委員会（部局長等の

諮問機関）に改めること、②常置委員会および特別委員会に属さない学長の

諮問機関として自己点検・評価を総括する委員会（委員長は学長とする）を

設置することなどが提案された（「企画運営委員会（平成 5 年度第 18 回）議

事要旨」）。 

この提案に沿って 1994 年 3 月 1 日の一部改正（4 月 1 日施行）では、常

置委員会が置かれ、常置委員会に施設委員会、教育課程委員会、入試委員会、

学生委員会、学術情報委員会、発明委員会、安全委員会、広報委員会、国際

交流委員会が、特別委員会に将来計画委員会、制度検討委員会が振り分けら

れた。また、教育研究活動等の状況についての自己点検・評価を総括するた

めの自己点検・評価運営委員会が設置された。併せて、この改正では各学科

に学科長も置かれるなどしている（『芸工大公報』第 590 号、1994 年 3 月

15 日）。 

ところで 1998 年 10 月に取りまとめられた大学審議会答申は、21 世紀初

頭の社会状況を多様で新しい価値観や文明観の提示等が強く求められるよう

になると展望し、今後の大学改革の基本理念として①課題探究能力の育成、

②教育研究システムの柔構造化、③責任ある意思決定と実行、④多元的な評

価システムの確立を提示し、具体的な改革方策を提言した（「大学審議会「21
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世紀の大学像と今後の改革方策について」（答申要旨）」、『大学資料』第 140・

141 合併号、1998 年 12 月）。この③を踏まえた制度改正の一環である平成

11 年法律第 55 号「学校教育法等の一部を改正する法律」は、国立学校設置

法を一部改正し、評議会および教授会の審議事項等を法制化するものであっ

た。 

これに対応するとともに大学改革を推進するための具体案について学長の

諮問を受けた制度検討委員会は、1999 年 9 月 21 日と 11 月 22 日に分けて「今

後の管理運営組織の在り方について（答申）」を取りまとめ、①拡大教授会の

廃止、②学部教授会と大学院教授会の一本化による「教授会」の設置、③副

学長制度の導入などを提言した。①②については、国立学校設置法の改正に

基づく評議会の審議事項（評議会を置かない九州芸術工科大学にあっては教

授会の審議事項となる）が拡大教授会の所掌事項の大部分に該当しているこ

とを受けて、運営に関する重要事項である評議会の審議事項は拡大教授会の

構成員（学長、教授、助教授、専任の講師および助手の全員）ではなく、新

たな教授会の構成員（通常は学長、教授、助教授および専任の講師、評議会

の審議事項などを審議する場合は学長および教授）によって審議されること

が適当であると判断されたことによっていた。③については、学長が従来よ

りもリーダーシップを発揮できるように副学長が学内の意見を調整し、その

意向を取りまとめ、学内の意思決定・実行を助けるという構想に基づいてい

た（「企画運営委員会（平成 11 年度第 13 回）議事要旨」「企画運営委員会（平

成 11 年度第 17 回）議事要旨」）。これらの制度変更は、2000 年 4 月 1 日の

管理運営規則の一部改正によって実現している。 

 一方、事務組織については、1970（昭和 45）年 4 月 1 日に事務局に施設

課が、学生部に教務課が設置され、1996（平成 8）年 5 月 11 日に学生部に

入学主幹（入学試験係）が設置されるなど整備が進められていった。さらに

2000 年 4 月 1 日には、1998 年 10 月の大学審議会答申が学長・学部長の大

学運営業務に対する事務組織による支援体制の整備を求めていたことを背景
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として、事務局と学生部の事務が事務局に一元化された。 

 

九州芸術工科大学協力会の寄付 

九州芸術工科大学協力会の募金活動は、1971（昭和 46）年 3 月を目途に

行われた（「運営委員会（第 7 回）議事要旨」）。これを受けて、九州芸術工

科大学は 1969 年 10 月 28 日の運営委員会で「九州芸術工科大学協力会寄付

金の使用に関する要項（案）」を承認した。ここで協力会の寄付金は①施設設

備費、②創設準備費（教官の招請交渉、教官予定者との学科内打合せ、情報

の交換など）、③海外調査研究費および旅費を目的として使用するものとされ

た（「運営委員会（第 13 回）議事要旨」）。この寄付金総額 1 億 6828 万 7871

円については、1980 年 11 月 30 日の時点で①に 1 億 0019 万 3760 円、②に

371 万 0838 円、③に 1999 万 9946 円（創設準備中の使用額 1079 万 2448

円も合わせて合計 1 億 3469 万 6992 円）が使用されている（「企画運営委員

会（昭和 55 年度第 13 回）議事要旨」）。 

1981 年には九州芸術工科大学協力会が活動を休止していたことから、九州

芸術工科大学は残された寄付金約 3000 万円を有効に利用するため、学長を

会長、学内者を委員とする任意団体「九州芸術工科大学運営協力会」を設立

した（「拡大教授会（昭和 55 年度第 3 回）議事要旨」）。 

 

科学研究費補助金 

九州芸術工科大学の科学研究費補助金（以下「科研費」）の採択件数は、創

立後、数件から 10 件近くへと増加していった。自然災害特別研究、総合研

究（A）2 件、一般研究（B）2 件、試験研究 2 件などが採択された 1982（昭

和 57）年度のように補助金額が急増したこともあった（図 8-12）。そうした

なかで学内では、科研費を大学の活動状況の指標とみなす立場から他大学と

比較して申請率の低さが問題視され、各教官は申請に努めるよう促されるこ

ととなった（「企画運営委員会（平成 5 年度第 16 回）議事要旨」）。このこと
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が 1993（平成 5）年度からの申請件数と採択件数増加の底流にあったと思わ

れる。 

 

創立記念の式典とイベント 

 1977（昭和 52）年 10 月 4 日の企画運営委員会において、太田博太郎委員

長は 1978 年が九州芸術工科大学の創立 10 周年にあたることから、記念行

事・記念事業などを実施したいと提案した（「企画運営委員会（第 129 回）

議事要旨」）。以後、企画運営委員会において「年史」資料の収集整理、大学

概要の編集、校章の制定、校旗の作製、スクールカラーの決定、学生歌の決

定、同窓会名簿の準備、記念植樹、記念講演会の計画が行われた。このうち

校旗のデザインと学生歌の作詞作曲は学生からの公募形式を採った（「企画運

営委員会（第 131 回）議事要旨」「企画運営委員会（第 139 回）議事要旨」）。 

「十年史」編纂については、予算と時間に余裕がないため将来の編纂に備

えて資料を収集整理し、今回は記念パンフレットとして「十年のあゆみ」を

 
図 8-12 科学研究費補助金の採択状況 
出典：『九州芸術工科大学一覧 2001』pp.335-337 
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まとめることが検討された。そのなかでは創立に至るまでの経緯の問題点に

留意すること、残存している資料を整理するとともに、欠落している部分に

ついて関係者による座談会を開催し録音テープで補完することが必要である

と認識されていた（「企画運営委員会（第 130 回）議事要旨」）。このことは、

九州芸術工科大学が創立 10 周年を単に祝うだけでなく、改めて自らの起源

を見つめ直そうとしていたことを意味している。「十年のあゆみ」がまとめら

れたかは定かではないが、附属図書館長と年史資料収集会が中心となって「年

史」資料の収集整理を進めていった（「企画運営委員会（第 131 回）議事要

旨」）。 

1978 年 6 月 1 日の創立記念日に創立十周年記念行事は実施された。13 時

より講堂において長岡技術科学大学の川上正光学長が「芸術工学と禅」と、

九州芸術工科大学の小池新二元学長が「開学のころ」と題して講演を行った。

講演会の終了に引き続いて校章、学生旗、スクールカラーおよび学生歌の発

表会が、16 時から体育館で記念祝賀会が開かれた。校章とスクールカラーの

決定は公報でも報告されている（『芸工大公報』第 210 号、1978 年 5 月 15

日および同第 212 号、同年 6 月 15 日）。学生歌の入選作品は、返田良作詞・

川畑邦弘作曲「九州芸術工科大学学生歌（Ⅰ）」、三木弘和作詞作曲「同（Ⅱ）

―芸工大青春応援歌―」、都甲
と ご う

康至
や す し

作詞作曲「同（Ⅲ）―明日をみつめて―」

の 3 点であった。 

 1987 年 10 月 9 日の企画運営委員会において、安藤由典学長から 1988 年

に創立 20 周年を迎えるにあたって記念事業の実施の可否、実施する場合は

事業の内容について審議するよう提案があった。これを受けて各学科・系列

で検討し、企画運営委員会で審議した結果、創立 20 周年記念事業の実施が

決定され、記念式典、記念祝賀会、記念学術講演会、英文概要の発行、大学

一覧の発行、学生歌の募集、公開講座・学園祭の特別企画の実施が計画され

ることとなった（「企画運営委員会（昭和 62 年度第 12 回）議事要旨」「企画

運営委員会（昭和 62 年度第 15 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 62 年
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度第 16 回）議事要旨」）。1988 年 6 月 2 日、多次元デザイン実験棟で創立

20 周年記念式典が実施され、前京都国立近代美術館長の河北倫明を講師とす

る記念講演会、学生歌を披露する記念祝賀会も開催された（「企画運営委員会

（昭和 63 年度第 1 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 63 年度第 5 回）

議事要旨」）。 

 ところで安藤学長は、創立 20 周年を契機として学術奨励のための基金を

設置することを構想していた。そこで、これらの事業を推進するための財政

基盤を確保するため、福岡の七社会（九州電力・福岡銀行・西日本銀行・福

岡相互銀行・西日本鉄道・西部瓦斯・九州電気工事で構成）に寄付の協力を

呼び掛けたところ、援助が受けられることとなった。これを受けて 7 社と卒

業生が多数就職している企業にも働きかけて学内で検討した結果、1988 年

12 月に「九州芸術工科大学学術交流基金」が設けられた。この基金は、学際

的共同研究等学術研究への助成、学術図書等の購入の助成、外国人研究者の

招聘に要する経費の給付、教育研究制度等の調査に要する経費の給付、国際

交流協定締結校との交流の助成、国際交流協定の締結に要する経費の給付、

国際研究集会の開催の助成、国際共同研究の助成、教育指導プロジェクトの

助成、留学生に対する助成などといった事業の実施に要する経費に支出する

ものとされた（「企画運営委員会（昭和 62 年度第 16 回）議事要旨」。『芸工

大公報』第 465 号、1989 年 1 月 5 日）。 

創立 30 周年記念事業については、1998（平成 10）年 1 月 7 日の企画運営

委員会で吉田 將
すすむ

学長から、経費を要する式典などは挙行せず、アカデミック

なものや九州芸術工科大学の PR ならびに「芸術工学」の普及に重点を置く

ものとすることが提案された（「企画運営委員会（平成 9 年度第 19 回）議事

要旨」）。これを受けて各学科と広報委員会で検討が行われた結果、企画運営

委員会において広報委員会が作成した「創立 30 周年記念事業について」が

了承された。この企画原案は、「芸術工学の世界（仮題）」の出版、シンポジ

ウム等の開催（①東京シンポジウム「芸術工学卒業生の活躍（仮称）」、②大
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阪シンポジウム「芸術工学への社会のニーズ（仮称）」、③福岡シンポジウム

「芸術工学サミット（仮称）」、④30 周年記念公開講演「ガウディの建築思想」

（カタルーニャの熱い風実行委員会との共催事業）、⑤30 周年記念公開講座）

から構成されていた。 

これらの実施に向けて事業の詳細を検討するため、創立 30 周年記念事業

実施検討委員会が設置されることとなった（「企画運営委員会（平成 9 年度

第 24 回）議事要旨」「企画運営委員会（平成 9 年度第 25 回）議事要旨」）。

実施検討委員会は事業計画案「21 世紀の芸術工学への潮流（仮称）」（東京で

実施）と「芸術工学イズムとデザイン（仮称）」（福岡で実施）を立て、同案

は企画運営委員会の承認を受けた。また、記念事業の実施にあたって創立 30

周年記念事業実行委員会が設置され、実施検討委員会の委員が同委員会の委

員を兼任することとなった（「企画運営委員会（平成 10 年度第 3 回）議事要

旨」「企画運営委員会（平成 10 年度第 4 回）議事要旨」）。 

 1998 年 7 月 25 日、福岡での記念イベントとして「芸工大イズムとデザイ

ン」が多次元デザイン実験棟で開催され、ミヒャエル・マウアー（Michael 

Mauer, メルセデス・ベンツ・アドバンスド・デザインセンターオブジャパ

ン部長）の招待講演「ベンツ A クラスのデザインヒストリー」や九州芸術工

科大学の卒業生と関係者によるビジュアルプレゼンテーション「芸術工学の

展開」などが実施された。また 9 月 26 日、東京での記念イベント「デザイ

ン新世紀への挑戦 時代が変わる、大学が変わる」が朝日生命ホールで開催

され、第 1 部「九州芸術工科大学をめざす人に」では大学紹介、第 2 部「企

業の発想が変わる」では産学共同研究など九州芸術工科大学の研究紹介、第

3 部「芸術工学の展望」では講演とパネルディスカッションがそれぞれ実施

された（「企画運営委員会（平成 10 年度第 8 回）議事要旨」「企画運営委員

会（平成 10 年度第 11 回）議事要旨」「企画運営委員会（平成 10 年度第 13

回）議事要旨」）。 

ところで 1998 年 1 月 6 日、九州芸術工科大学は「カタルーニャの熱い風
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運営委員会」から「カタルーニャの熱い風」学術交流事業に対する共催名義

使用の承認願を受けた。「カタルーニャの熱い風」は福岡とスペインの文化の

振興および学術の交流を進めるための学界・民間・行政が一体となった「国

際市民交流事業」として企画され、ガウディの研究者やサグラダ・ファミリ

アの関係者らを招いてガウディのデザインについて専門的な学識を深めるほ

か、スペインの職人やサルダーナ舞踊指導者らも加えて多彩な文化交流を行

うことを計画していた。九州芸術工科大学は共催名義使用を承認するととも

に、8 月 6 日にサグラダ・ファミリアのジョルディ・ボネット・アルメンゴ

ル（Jordi Bpnet Armengol）建築主任監理官の講演「ガウディの造形観」を

実施した（「企画運営委員会（平成 9 年度第 21 回）議事要旨」「企画運営委

員会（平成 10 年度第 11 回）議事要旨」）。この講演は、創立 30 周年公開記

念講座として多次元デザイン実験棟において開催された。なお、「カタルーニ

ャの熱い風」実行委員会は九州芸術工科大学内に置かれ、吉田学長が会長を

務めている（『カタルーニャの熱い風』、「カタルーニャの熱い風」実行委員会、

1999 年）。 
 

 

第 3 節 社会連携と国際交流 
 
（1）社会連携 
 

受託研究 

 受託研究は、大学が外部からの委託を受けて公務として行う研究である。

1970（昭和 45）年 4 月 30 日、文部省大臣官房会計課長・文部省大学学術局

長から各国立大学長に宛てて「受託研究の取扱いについて（通知）」（文会総

第 260 号）が出された。この通知は、1970 年度予算において受託研究関係

費が繰越明許費とされたのに伴い、受託研究に関する学内規程を整備するよ
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う各国立大学に求めるものであった

（「企画運営委員会（第 9 回）議事

要旨」）。 

これを受けて、九州芸術工科大学

は 9 月 17 日に「九州芸術工科大学

受託研究規則」を制定した（『芸工大

公報』第 27 号、1970 年 10 月 1 日）。

この規則案を審議した拡大教授会に

おいては、受託研究の担当者が結果

の公表を「学長の承認を得て」行う

という規定をめぐって意見が分かれ

た。学長の承認を必要とする立場か

らは、大部分の委託者は企業であるとして、無条件の公表は企業の不利益に

繋がりかねず、受託研究の申込みを少なくするのではないかとの危惧が示さ

れた。これに対しては承認を不要とする立場から、大学における研究はすべ

て公表されるべきで、公表できないような研究は受け入れるべきではないと

の主張が唱えられた。拡大教授会における投票の結果、「学長の承認を得て」

という文言は削除されることとなった（「拡大教授会（第 4 回）議事要旨」）。 

ただし、この研究成果の公表については、受託研究の円滑適切な実施とい

う文脈において 1984 年 6 月 25 日に受託研究規則が一部改正された際、「学

長は、必要があると認めるときは、研究成果の公表の時期及び方法を委託者

と協議の上定めるものとする」という条文が追加されることで、例外規定が

明記されることとなった（「拡大教授会（昭和 59 年度第 1 回）議事要旨」。『芸

工大公報』第 358 号、1984 年 7 月 15 日）。 

受託研究の受入件数と受入金額は、産学官連携の中核的拠点としての九州

芸術工科大学地域共同研究センターが設置された 1997（平成 9）年度前後か

ら増加傾向を示している（図 8-14）。 

図 8-13 九州芸術工科大学学内風景 
出典：『大学概要』1980 年版。 



第 8 編 九州芸術工科大学の創立 

268 

 

図 8-15 民間等との共同研究 
出典：『九州芸術工科大学一覧 2001』、p.340。 
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図 8-14 受託研究の受入れ 
出典：『九州芸術工科大学一覧 2001』、p.338。 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

1

2

3

4

5

6

7

1971 1974 1977 1980 1983 1986 1989 1992 1995 1998

（千円）

（年度）

公社・社団等件数 地方公共団体件数 民間件数

公社・社団等受入金額 地方公共団体受入金額 民間受入金額

合計受入金額



第 2 章 九州芸術工科大学の発展 

269 

共同研究 

 1983（昭和 58）年 5 月 11 日付で文部省学術国際局長・文部省大臣官房会

計課長から各国立大学長などに宛てて出された「民間等との共同研究の取扱

いについて（通知）」（文学助第 195 号）は、大学の研究者が優れた研究成果

を期待できる場合に民間の研究者との共同研究を円滑に実施できるようにす

ることをねらったものであった。これを受けて、九州芸術工科大学において

は 1984 年 6 月 25 日に「九州芸術工科大学民間等共同研究規則」が制定され

たが（「拡大教授会（昭和 59 年度第 1 回）議事要旨」。『芸工大公報』第 358

号、1984 年 7 月 15 日。資料編Ⅱ－459、pp.428-431）、1991（平成 3）年度

までに共同研究が実施されることはなかった。そうしたなかで 1992 年には

1993 年度の博士課程設置を見据えて社会の期待に応えることや、「共同研究

センター」の設置に向けて民間等との共同研究の実績を挙げることの必要性

が認識されるようになった（「企画運営委員会（平成 4 年度第 20 回）議事要

旨」）。そのため学内では民間等との共同研究が奨励され、1993 年度から実施

された。1997 年 4 月 1 日には共同研究の拠点として九州芸術工科大学地域

共同研究センターが設置されている（第 2 節（1）参照）。 

 

公開講座 

 1974（昭和 49）年、九州芸術工科大学は福岡市教育委員会から共催によ

る公開講座「福岡市民大学セミナー」を開催したいとの申し出を受けた。福

岡市民大学セミナーは、福岡市教育委員会と九州大学の共催によってすでに

3 回開催されていた。このセミナーが企画された背景には、「大学を市民に」

という九州大学の構想と「市民に知識と教養を」という福岡市の意図が合致

していたことがあった（「企画運営委員会（第 74 回）議事要旨」）。 

 企画運営委員会で審議の結果、九州芸術工科大学は福岡市民に高度な知識

の修得と教養に資する学習の場を提供するため、福岡市教育委員会との共催

により「福岡市民大学第 1 回九州芸工大セミナー」を開設することとした。
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第 1 回のメインテーマは「環境と人間」とされ、10 月 11 日から 11 月 22 日

にかけて（毎週金曜日、全 7 回）、一般教育棟と天神ビルを会場として開講

された（『芸工大公報』第 121 号、1974 年 9 月 1 日）。九州芸工大セミナー

は 1976 年度の第 3 回まで開講されたが、企画運営委員会は創立 10 周年記念

行事の実施を見据えて 1977 年度の同セミナーの開講を見送ることとした

（「企画運営委員会（第 196 回）議事要旨」）。 

九州芸術工科大学では 1978 年に創立十周年記念行事を終えると、1979 年

度に再び公開講座を実施するかどうかが議論された。その結果、福岡市に共

同実施の予定がないことを踏まえて、単独で公開講座を開催することとなっ

た（「企画運営委員会（第 151 回）議事要旨」「企画運営委員会（第 152 回）

議事要旨」）。この公開講座は、7 月 2 日から 11 日にかけて「音響入門」が、

10 月 6 日から 15 日にかけて「腐蝕銅版画の制作」が実施され、好評のうち

に終了した（「企画運営委員会（昭和 54 年度第 8 回）議事要旨」「企画運営

委員会（昭和 54 年度第 9 回）議事要旨」）。 

以後、公開講座の開講が軌道に乗るなか、1983 年度の公開講座は創立 15

周年を迎えるにあたり、九州芸術工科大学の PR 強化の一環としてとくに積

極的に取り組み、地域との結びつきを深めるものとされた。8 月 27 日には多

次元デザイン実験棟において九州芸術工科大学公開講座「芸術工学が目指す

もの」が開催された。この公開講座は、高校の進学担当教員、生徒、父兄、

予備校の進学担当者、予備校生などを対象として、九州芸術工科大学の教育・

研究について理解を深めることを目的としていた。当日は吉武泰水
や す み

学長の講

演や各学科の紹介などが行われ、福岡県内の高校生・浪人生を中心に 251 名

の参加を得た（「企画運営委員会（昭和 57 年度第 11 回）議事要旨」「企画運

営委員会（昭和 58 年度第 4 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 58 年度

第 5 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 58 年度第 6 回）議事要旨」）。そ

の他、1983 年度の公開講座としては「婦人テニス教室」「映画史とその時代」

「写真からスクリーン印刷まで」「腐蝕銅版画の制作」「都市の歴史的環境―
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その創造的活用」の開催が企画された（『芸工大公報』第 332 号、1983 年 6

月 15 日、『芸工大公報』第 335 号、同年 8 月 1 日、『芸工大公報』第 338 号、

同年 9 月 15 日）。 

1986 年 2 月には、企画運営委員会における吉武学長の①大学と地域社会

とのつながりは非常に重要である、②九州芸術工科大学の場合、交通の便な

ど立地環境をみても公開講座の開設には適しているので、さらに積極的に対

応することが必要である、③今後は他大学の例を参考にして、学科系列単位

による開設だけでなく全学的な係わりによる開設も企画検討することを考え

たいという発言を受けて、企画運営委員会が公開講座のあり方を検討するこ

ととなった（「企画運営委員会（昭和 60 年度第 18 回）議事要旨」）。その検

討材料として、8 月に学生部は地区別・規模別に抽出した 29 大学に「公開講

座の関するアンケート調査」を実施し、「公開講座実施に関する基本方針（案）」

「九州芸術工科大学公開講座会議について（案）」を作成した。 

基本方針は、「社会人の教養を高め、文化の向上に資するため公開講座を開

設する」という目的を掲げ、九州芸術工科大学の教育・研究の特色ある領域

について全学的な係わりで企画・実施する講座として「全学講座」を、学科・

系列または教員が企画し、大学が実施する講座として「個別講座」を開設し、

1 年間に前者を 1 講座以上、後者を 2 講座以上開設することが望ましいとし

た。また、公開講座会議は、全学講座を企画し必要に応じて個別講座の開設

計画の調整を図るため、学生部長を議長に充てて設置するものとされた（「企

画運営委員会（昭和 61 年度第 11 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 61

年度第 12 回）議事要旨」）。これらの案は企画運営委員会によって承認され、

1987 年度の公開講座から適用されることとなった。その 1987 年度には全学

講座として「日本人の素顔」、個別講座として「生活の中の音楽」「コンピュ

ータ実技講座―UNIX と LAN―」が企画されている（「企画運営委員会（昭

和 61 年度第 15 回）議事要旨」）。 
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寄附講座 

1986（昭和 61）年 4 月の臨時教育審議会第 2 次答申は、大学と社会連携

の強化という文脈で、民間資金の導入に資するとともに民間等との教育・研

究交流を促進するため、寄附講座の導入ならびに短期任用制度の創設につい

ても検討すべきとした（臨時教育審議会「教育改革に関する第二次答申」、『文

部時報』1986 年 4 月臨時増刊号、pp.91-93）。これを受けて文部省は、1987

年に国立学校設置法施行規則などを一部改正し、国立大学などに寄附講座お

よび寄附研究部門を設けることができるようにした。 

 九州芸術工科大学では、1991（平成 3）年 9 月に管理運営制度検討委員会

が寄附講座の設置に伴う管理運営機関のあり方を検討し（「企画運営委員会

（平成 3 年度第 15 回）議事要旨」）、11 月 11 日に九州芸術工科大学寄附講

座規則と同客員教授及び客員助教授選考規則を制定した。この寄附講座規則

により、寄附講座は奨学を目的とする民間等からの寄附を有効に活用して、

九州芸術工科大学の自主性および主体性のもとに設置・運営され、その教育

研究の進展および充実に資するものとされた。また、寄附講座には少なくと

も教授または助教授相当者 1 人および助教授または助手相当者 1 人の教員を

置くとされ、この寄附講座教員は客員教授または客員助教授と称することが

できるとされた（「拡大教授会（平成 3 年度第 2 回）議事要旨」）。 

 初めての寄附講座設置の申込みは、1992 年 4 月に松下電器産業株式会社

から行われた。名称は視聴覚情報伝達学講座とされ、視覚・聴覚あるいはそ

の複合による情報伝達の設計法・評価法などに関する研究と教育に資するこ

とが目的とされた。これを受けて九州芸術工科大学は、寄附講座の運営に関

する事項を審議するための運営会を設けるなどの受入体制も整え、学内で検

討を重ねた（「企画運営委員会（平成 4 年度第 4 回）議事要旨」「学部教授会

（平成 4 年度第 4 回）議事要旨」）。その結果、この講座は 1993 年 2 月 1 日

から 1995 年 1 月 31 日までの 2 年間設置されることとなった（「企画運営委

員会（平成 4 年度第 20 回）議事要旨」）。 
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芸術工学会 

 九州芸術工科大学に続いて北海道東海大学（旭川）、神戸芸術工科大学、東

北芸術工科大学（山形）という芸術工学を専攻する大学・学部が生まれ、さ

らに各地に新設の動きがあるなかの 1992（平成 4）年 11 月 27 日、神戸芸術

工科大学において芸術工学会設立総会が設立会員 128 名のうち 68 名の出席

をもって開催された（「活動の記録」、『芸術工学会誌』第 1 号、1993 年 8 月、

p.28）。 

設立総会で確認された設立趣旨では①「芸術工学」についての共通認識を

確立し、その体系化・構造化を図る、②デザインとは何かを追求する、③デ

ザインに関する学術的研究を振興する、④デザインについての情報の交流を

組織する、⑤国内および海外のデザイン関係機関との交流を行うことを芸術

工学会の目的に定め、デザインについての基礎的学問である「芸術工学」の

確立を目指し、デザインに関する学術的交流の拠点として芸術工学会を設立

することが謳われた（「芸術工学会 設立の趣旨」、『芸術工学会誌』第 1 号、

pp.32-33）。総会に続く設立理事会では会長に神戸芸術工科大学の吉武泰水学

長（九州芸術工科大学前学長）、副会長に九州芸術工科大学の安藤由典学長、

東北芸術工科大学デザイン工学部の五十嵐治也学部長が選任された。その他

の役員には九州芸術工科大学から理事に大久保全陸
まさみち

教授、大村英子教授、古

賀唯夫教授、都築政昭教授、運営委員に佐藤優 助教授、御手洗健二助教授が

選出されているように、芸術工学会の運営には九州芸術工科大学の関係者が

深くコミットすることとなった。さらに当日は、吉武会長の講演「芸術工学

の生い立ちとその展開」とシンポジウムも行われた（前掲「活動の記録」、

pp.28-29）。 

設立後の芸術工学会は、春期大会・秋期大会を中心に活動を展開していっ

た。 
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大橋ショッピングモール構想 

 ここまで見てきたように、社会連携において九州芸術工科大学は「地域」

との関係を重視してきた。ここで取り上げる大橋ショッピングモール構想は、

九州芸術工科大学にとって最も身近な大橋という「地域」への貢献として位

置づけることができると思われる。 

 大橋ショッピングモールは、塩原地区土地区画整理事業の一環として建設

された。塩原地区土地区画整理事業は、南区役所および西鉄大橋駅を中心と

する地区（153.9ha）が副都心機能をもつ市街地となるよう、1972（昭和 47）

年から 15 年にわたって実施されたものである（『塩原地区区画整理誌』、福

岡市、1988 年、p.10）。 

大橋ショッピングモール構想の出発点は、福岡市から大橋の地元商業者に

市側の振興策として提示された「ショッピング歩道」であった。このショッ

ピング歩道は、既存の主要商店街と西鉄大橋駅の連携を密にするための歩行

者に安全で快適な道路として、また、周辺地区住民にも日常的な憩いの場と

して活用されることを目的としていた。その基本構想・計画が 1979 年から

1981 年にかけて九州芸術工科大学に委託されたのであった（前掲『塩原地区

区画整理誌』、p.46）。 

計画・設計を担当した環境設計学科の岡道也助教授は、そのコンセプトを

「歩行者優先道路の実現」とし、「道路に歩道がくっついているのではなく、

約 20m の幅の、約 400m の長さをもつ公園あるいは広場が先にあり、そこ

にどうしても必要な自動車だけが、遠慮しながら入ってくる」という「道路

に対するこの発想の転換こそ、モール計画の最初から最後まで、しつこくこ

だわった点であ」ったと回想している。その上で、「本来の意味でまちが美し

く、また魅力あるものになるためには、一本の街路空間が美しくなるだけで

は不十分で」あり、「モールを例にとっても、それを計画し実現してゆくこと

は、直接的には街路空間の設計を基礎とするが、より本質的には、大橋・塩

原地区をどう捉え、どのような姿に発展して欲しいと願うかといった、まち
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づくりあるいは広く都市のデザインの領域に含まれている」と主張している

（岡道也「まちづくりの成熟化を目指して」、前掲『塩原地区区画整理誌』、

pp.77～78）。大橋ショッピングモール構想は、1 本の街路から地域全体に至

る人間生活のための物的環境を計画・設計する創造的な活動としての環境設

計の実践であったといえるだろう。 

大橋ショッピングモールの工事は 1981 年度から着工され、1984 年度末に

完成した。総工事費は約 4 億 6000 万円であった（前掲『塩原地区区画整理

誌』、p.46）。 

 

（2）国際交流 
 

国際交流協定の締結 

1980（昭和 55）年 6 月 10 日、オーストラリア・クイーンズランド大学の

副学長が来学し、留学生の派遣の促進と教官の交流の緊密化を目的として、

九州芸術工科大学と国際交流のための覚書を交換したいとの申し出を行っ

た。この申し出について、九州芸術工科大学では国際交流の面から種々の利

点があると判断し、小委員会で検討した結果、覚書を交換することとなった

（「企画運営委員会（昭和 55 年度第 4 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭

和 55 年度第 6 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 55 年度第 7 回）議事

要旨」）。 

この覚書は、「九州芸術工科大学とオーストラリア、クイーンズランド大学間

の国際協力と学術活動交換のための規約」として 1980 年 10 月 10 日付で取

り交わされた（資料編Ⅱ－461、pp.433-436）。 

1988 年 12 月に設けられた「九州芸術工科大学学術交流基金」は、実施事

業に国際交流協定の締結に要する経費の給付を含んでいた。これに基づいて

環境設計学科は、1989（平成元）年 5 月に「九州芸術工科大学とカリフォル

ニア州立工芸大学との学術交流計画について」と「九州芸術工科大学とフラ
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ンス国立セルジイ・ポントワーズ芸術大学との学術交流計画について」を作

成し、企画運営委員会に提出した。カリフォルニア州立工芸大学との学術交

流計画は、1979 年に環境設計学科の新田伸三教授が渡米した際、同大学を訪

問し、同大学の上杉教授と話し合いをもったことを契機としていた。以後、

双方の接触が続けられ、1988 年度から環境設計学科は学科内に学術交流に関

するワーキンググループを設けて検討を行っていた。また、セルジイ芸術大

学との計画は、1988 年 9 月に多次元デザイン実験棟において同大学のジェ

ラール教授の作品展示や講演会が開催されたことを発端としていた。その後

の交渉などについては学科会議に逐次報告され、交流協定に向けてさらに検

討を進めることが学科内で合意されていた。 

また、従来、国際交流のための大学間協定締結の手続きが必ずしも明確で

なかったことを踏まえて、1989 年 6 月 6 日の企画運営委員会は「国際交流

のための大学間協定締結の手続要項（案）」を審議の上、承認した。これによ

って、協定には協定の趣旨、交流計画の内容に関すること（学術資料等情報

交換、教官交流、学生交流、共同研究の実施など内容の例示）、協定の有効期

限に関することなどを盛り込むこととなった。また、協定の手続きとしては、

①大学間協定を締結しようとする学科・系列は相手大学との交流計画の内容

および将来の展望、相手大学との折衝経緯、当該学科等における検討状況を

具体的に記入した交流協定締結申請書に協定案および相手大学の概要に関す

る資料を添付して学長に申し出る、②学長は申し出を受けた場合、協定締結

の可否を企画運営委員会に諮る、③企画運営委員会が審議の結果適当である

と認めるときは、事務局は相手大学との協議の上、協定文案を作成する、④

協定に双方の代表者が署名し交換する、などとされた。さらに、協定の有効

期限は必要と認める場合に延長できるものとされた（以上「企画運営委員会

（平成元年度第 5 回）議事要旨」）。 

カリフォルニア州立工芸大学との学術交流については、環境設計学科が同

大学との折衝を進め覚書案を作成した結果、1990 年 4 月 24 日の企画運営委
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員会で覚書を取り交わすことが承認された（「企画運営委員会（平成 2 年度

第 1 回）議事要旨」「企画運営委員会（平成 2 年度第 3 回）議事要旨」）。こ

の国際交流協定は、「九州芸術工科大学とカリフォルニア州立ポリテクニック

大学ポモナ校との学術交流に関する基本協定」として 1990 年 6 月 7 日に締

結された（資料編Ⅱ－462、pp436-437）。 

 その後、九州芸術工科大学は、日本が国際社会における貢献を強く求めら

れているなかで博士課程を設置したことに伴い、留学生や国際交流協定校の

増加、国際シンポジウムの開催など国際交流への急速な対応が迫られること

を予想し、国際交流に関する委員会の必要性を認識するようになった（「企画

運営委員会（平成 5 年度第 4 回）議事要旨」）。このような方向に沿って、1994

年 3 月 1 日の管理運営規則の一部改正において常置委員会としての国際交流

委員会が置かれることとなり、同日「九州芸術工科大学国際交流委員会規則」

が制定され、同委員会が教育・研究の国際交流に関する基本的事項および実

施事項を所掌することなどが規定された（4 月 1 日施行。資料編Ⅱ－463、

pp.437-438）。以後、国際交流協定については、シドニー工科大学との国際

交流協定の締結（1997 年 2 月 13 日）、ソウル大学校美術大学との学術交流

協定の締結（1999 年 9 月 29 日）などが国際交流委員会によって推進されて

いった。 

 

外国人留学生 

 1971（昭和 46）年 12 月 21 日、拡大教授会において「外国人留学生の取

扱いについて」が承認された。そこでは、外国人留学生の選考方法を国費外

国人留学生と私費外国人留学生に分け、前者は東京外国語大学外国語学部附

属日本語学校における成績、面接および健康診断の結果を、後者は九州芸術

工科大学で実施する第 1 学年入学者選抜学力検査か私費外国人留学生統一試

験委員会が実施する私費外国人留学生統一試験の成績のほか、最終学校の成

績証明書、面接および健康診断の結果を資料として総合的に判定して選考す
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るものとした。受入れ人員は、原則として各年次、各学科あたり 1 名を定員

外として入学させるが、国費外国人留学生を 1 名入学させた場合でも、学力

検査を受けて第 31 位以内の成績を収めた留学志望者があれば、さらに 1 名

を定員外として入学させることができるものとされた（「拡大教授会（第 13

回）議事要旨」）。 

 1977 年 5 月の修士課程設置を受けて 1979 年 6 月 26 日、拡大教授会にお

いて「外国人留学生の大学院（修士課程）への受入れについて」が承認され

た。これにより、外国人留学生を大学院（修士課程）に受け入れる際の選抜

方法は、国費外国人留学生の場合、出身大学の学業成績、学力検査、面接お

よび健康診断の結果を、私費外国人留学生（駐日外国公館または出身大学か

ら推薦された者）の場合、九州芸術工科大学が実施する学力検査の成績のほ

か出身大学の学業成績、面接および健康診断の結果を資料として総合的に判

定して選抜することとなった（「拡大教授会（昭和 54 年度第 1 回）議事要旨」）。 

 その後、国際交流の進展や 1979 年度の入学者選抜から国公立大学におい

て共通第一次学力試験が導入されたことなどに伴い、学部外国人留学生の選

考方法の見直しが行われ、1981 年 1 月 20 日の拡大教授会は「学部外国人留

学生の選考方法等について」を承認した（適用は 1982 年度学部外国人留学

生の選考から）。新たな選考方法は、学部外国人留学生の受入れ人員を各学科

若干名（定員外）とするなど、留学生の選考を従来よりも緩和するものであ

った。また、外国人留学生 1 人につき指導教官 1 人を定め、外国人留学生が

所属する専門学科の教員を充てることで修学指導の充実も図られることとな

った（「拡大教授会（昭和 55 年度第 2 回）議事要旨」）。 

なお、「学部外国人留学生の選考方法等について」の名称は、1983 年 11

月 15 日の「学部外国人留学生の取扱いについて」から 1989（平成元）年 6

月 27 日の「学部外国人留学生入学者特別選抜の方法について」を経て、1999

年 2 月 23 日の「学部外国人留学生入学者特別選抜試験の実施方針及び合格

者の査定基準について」へと修正されていった（「拡大教授会（昭和 58 年度
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第 2 回）議事要旨」「拡大教授会（平成元年度第 1 回）議事要旨」「拡大教授

会（平成 10 年度第 2 回）議事要旨」）。 

ところで、1983（昭和 58）年から政府が国際貢献の一環として 21 世紀

初頭における 10 万人の留学生受入れを目指す施策を展開したことにより、

アジア諸国を始めとして外国人留学生数は増加していった（「二一世紀を展望

した留学生交流の総合的推進について」、『文部時報』1992 年 9 月号。「21 世

紀を展望した留学生交流の総合的推進について（報告）」、『大学資料』第 119・

120 号、1993 年 12 月）。 

九州芸術工科大学もその例外ではなく、1994（平成 6）年度には留学生の

受入れ数が急増し、留学生の受入れ体制の整備が緊急の課題となった。これ

を受けて 1995 年 1 月 30 日、国際交流委員会は「外国人留学生の受入れの在

り方について（答申）」を取りまとめた。この答申の審議にあたって国際交流

委員会は、学内の外国人留学生と懇談の機会を持つことで留学生の意見も反

映するように努めたという。この答申において注目されるのは、九州芸術工

 
図 8-16 外国人留学生数 
出典：『九州芸術工科大学一覧 2001』p.263。 
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科大学が単に文部省の計画に基づく要請に従って留学生の受入れ数を増大さ

せるのではなく、自ら大学の理念に則り、文部省の要請を先取りするかたち

で積極的に優秀な留学生を受け入れ、留学生の増大を図る方策を採るべきこ

とが主張されていることである。ここで大学の理念に則るとは、次のように

説明されるものであった。 

 来日留学生が多いアジア諸国においては、かつての農業技術の普及及

び工業技術の普及の時代から、人間性を取り戻し環境保全を考慮した社

会を構築する時代へと移行しつつある。本学が「技術の人間化」を理念

として指向している「芸術工学」はまさに現在のアジア諸国が求めてい

るものであり、ここに本学がこれら諸国からの留学生を積極的に受け入

れる意義と特徴がある。 

 このように九州芸術工科大学は、アジア諸国が開発を重視する社会から「人

間性」や「環境保全」といった新たな価値観を希求する社会へと移行しつつ

あると捉えていた。そして、そのようなアジア諸国の人材養成に対して「技

術の人間化」という大学の理念に則って貢献しようとしていたのであった。 

 留学生受入れ拡大のための基盤としては、教育指導体制の整備（留学生専

門教育教官の配置、日本語教育の充実、チューター制度の充実、課外補講・

英語による授業等）、生活基盤の整備（国際交流会館の設置、留学生交流室の

設置、保証人制度の確立）、学内の整備（留学生経費等の増額要求と予算配分、

留学生担当係の設置）が掲げられた（以上「企画運営委員会（平成 6 年度第

30 回）議事要旨」）。 

 このうち保証人制度について答申は、留学生が日本の大学で勉学するため

に出入国管理上の身元保証人、大学入学のための保証人、宿舎入居のための

保証人、奨学金応募のための保証人等を必要とし、現在は指導教官や日本人

の知人などが保証人となっている場合が多いが、保証人を依頼する側にも承

諾する側にも種々の問題が生じていることを確認し、保証人制度のあり方を

検討するよう訴えた。この当面の解決策として、九州芸術工科大学は、1996
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年 2 月 26 日に国際交流委員会がまとめた「外国人留学生に係る保証人制度

の在り方について（報告）」に基づいて、外国人留学生が在留資格の取得等に

関する申請を行うにあたって身元保証人を得られないとき、機関としての大

学が身元保証を行うこととした。この「機関保証制度」は、留学生が学費お

よび生活費について自己支弁の手段を有している場合に当該留学生を受け入

れる教育機関等が機関として身元保証を行うもので、文部省や法務省から活

用を促されていたものであった（「企画運営委員会（平成 7 年度第 32 回）議

事要旨」）。 

また、国際交流会館について答申は、留学生が数十人の規模になったにも

かかわらず、大学等の宿舎（九州芸術工科大学の学生寮、九州大学国際交流

会館、福岡学生交流会館）に入居している留学生は全体の 20%にも満たず、

大多数の留学生は高家賃の民間アパート等に入居しているため経済的負担を

強いられており、留学生相互の交流にも支障を来たしかねない現状を指摘し、

独自の国際交流会館等の宿舎建設を早急に実現するよう求めた。そこで 1996

年度概算要求より国際交流会館の施設整備費が盛り込まれ（「拡大教授会（平

成 7 年度第 1 回）議事要旨」）、1997 年 3 月 27 日に学生寄宿舎敷地内に国際

交流会館が完成した。4 月 1 日には「九州芸術工科大学国際交流会館規則」

が制定され、館長に学生部長を充てることなど館の管理運営に関する必要な

事項が規定された（資料編Ⅱ－464、pp438-440）。6 月 22 日には地域住民を

中心に関係者を招いて国際交流会館完成披露パーティーが開催された（「企画

運営委員会（平成 9 年度第 7 回）議事要旨」「企画運営委員会（平成 9 年度

第 8 回）議事要旨」）。国際交流会館の建物は鉄筋コンクリート 5 階建で、外

国人留学生室 52 戸、外国人研究者室 5 戸、会館チューター室 8 戸、計 65 戸

を有し、居室にベッド、机、椅子、ミニキッチン、シャワー、トイレ、電話、

エアコン等を備えていた。開館当初、同館には九州芸術工科大学と福岡教育

大学の中国、韓国、アメリカ、マレーシア、サウジアラビア、オランダ、ア

ルゼンチン、フィリピンからの留学生などが入居していた（『大学概要』1997
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年版、p.39）。なお、国

際交流会館規則では、

他の国立大学長が推薦

した留学生も入居する

ことができるとされて

いた。 

 

国際シンポジウム 

 1992（平成 4）年 9

月 8 日の企画運営委員

会において、安藤学長は翌年春の博士課程設置を機として同年秋に「アメニ

ティのデザイン」をテーマとする国際シンポジウムを開催する考えを示し、

各学科・系列に参加を呼びかけた（「企画運営委員会（平成 4 年度第 13 回）

議事要旨」）。このシンポジウムが企画されたのは、人々の生活者としての意

識の高まりから社会の関心を集め、国の施策にも取り上げられているアメニ

ティ（快適性）が「技術の人間化」の重要な側面であると考えられたからで

あった（安藤由典「「アメニティのデザイン 国際シンポジウム」の開催に当

たって」、『国際シンポジウム’93 アメニティのデザイン 学術講演概要集』、

九州芸術工科大学、1993 年、p.2）。このシンポジウムは後に大学主催に改め

られ（「企画運営委員会（平成 4 年度第 19 回）議事要旨」）、「国際シンポジ

ウム’93 アメニティのデザイン」として 10 月 5～9 日に九州芸術工科大学

と福岡市役所講堂の 2 会場で開催された。初日には筑波大学の江崎玲於奈
れ お な

学

長が基調講演を行い、栄久庵
え く あ ん

憲司（株式会社 GK デザイン機構代表取締役会

長）、金子隆芳（筑波大学名誉教授）、北郷薫（工学院大学学長）、猪瀬博（文

部省学術情報センター所長）、槇文彦（槇総合計画事務所代表取締役所長）、

難波精一郎（大阪大学教養部教授）、加藤尚武（千葉大学文学部教授）、中村

一（京都造形芸術大学教授）といった各界の著名人も特別公演を行った。2

図 8-17 「アメニティのデザイン」シンポジウム会場
出典：『大学概要』1994 年版。 
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日目からは様々な分野のセッションでアメニティの問題点や研究状況・展望

などが発表された。最終日には「アメニティ・デザインの展望」と題して各

分野 7 名のパネリストが議論を繰り広げた。このシンポジウムには海外（ア

メリカ合衆国、イタリア、オーストラリア、オランダ、大韓民国など）から

の 30 名を含む 704 名が参加した（『国際シンポジウム’93 アメニティのデ

ザイン 学術講演概要集』、『大学概要』1994 年版、『西日本新聞』1993 年

10 月 7 日付朝刊など）。 

1996 年 12 月 4～6 日にはアクロス福岡で国際シンポジウム「インターネ

ットを活用した教育革命」が開催された。その目的は、普及の目覚ましいイ

ンターネットを活用した教育とそれに伴う社会的な効果・影響について、国

内外の優れた研究者や教育の現場で活躍している教師たちが一堂に会して議

論を行うことで、そうした教育の今後のあり方に関する技術的・社会的な指

針を明確にすることにあった。このシンポジウムは文部省の 1996 年度国立

大学等国際シンポジウム採択課題として開催され、海外（アメリカ合衆国、

大韓民国、カナダ、ノルウェー、台湾、連合王国）からの 15 名を含む 187

名の参加を得た（「企画運営委員会（平成 8 年度第 1 回）議事要旨」「企画運

営委員会（平成 8 年度第 20 回）議事要旨」。『大学概要』1997 年版、p.48）。 
 

九州芸術工科大学の英訳名称 

 九州芸術工科大学が国際交流を進めるなかで向き合わざるをえなかった問

題として、大学の英訳名称がある。 

そもそも大学の英訳名称は、1981（昭和 56）年に正門を整備するにあた

って表札のデザインに英訳名称を使用することが計画された際、企画運営委

員会で議論されていた。そこでは、①九州芸術工科大学に全学的コンセンサ

スを得た大学名の英訳はないが、今回は工事のための時間的制限があるので

従来使用されてきた“Kyushu Institute of Design”を採用する、②大学名

の正式な英訳については改めて検討するとの提案が了承された（「企画運営委
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員会（昭和 56 年度第 3 回）議事要旨」）。さらに 1983 年、大学の英文概要編

集委員会は大学名の英訳として、従来のもののほかに“Kyushu University of 

Art Technology”“Kyushu University of Art and Technology”“Kyushu 

Geijutsu Koka University”“National University of Design, Kyushu”

“Kyushu University of Design Sciences”“Kyushu University of Design”

といった案を審議した（「企画運営委員会（平成 4 年度第 10 回）議事要旨」）。

しかし、編集委員会はより相応しい英訳もなく積極的に変更する理由に乏し

いとの判断に至り、従来の“Kyushu Institute of Design”を大学名の英訳

としたいと考え、企画運営委員会の承認を受けた。ただし、企画運営委員会

は九州芸術工科大学が将来大きく発展し、大学の内容をより的確に表す英訳

名の必要性が認識されたときは再検討がありえることも確認していた（「企画

運営委員会（昭和 57 年度第 14 回）議事要旨」）。 

それから約 10 年後の 1992（平成 4）年 6 月、工業設計学科から英語名称

を“Kyushu University of Design Sciences”に改称するよう企画運営員会

に提案があった。工業設計学科は提案理由として、①以前から英語名称の

「Institute」が問題となっていたこと、②九州芸術工科大学以外の芸術工科

大学や芸術工学部を置いている大学では「University」を用いていること、

③博士課程の設置を機に九州芸術工科大学の英語名称を再検討してはどうか

と考えたことを挙げた。なお、改称案については具体案の 1 つとして示した

ものであり、学科の意見としてまとまったものではない旨も補足された。こ

の審議のなかでは、「Institute」はマサチューセッツ工科大学や九州工業大

学のような「Institute of Technology」なら大学と受け取られるだろうが、

「Institute of Design」だとそうならないことが多く説明に困ったという外

国における体験や、外国人留学生が出身大学の英語名称を使用する際の通り

のよさから「University」を支持する意見も出された（「企画運営委員会（平

成 4 年度第 10 回）議事要旨」）。 

以後、各学科・系列や企画運営委員会で議論が重ねられ、10 月 20 日の企
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画運営委員会で各学科・系列が検討結果を報告した。このうちとくに従来の

名称を支持したのは環境設計学科、名称の変更を主張したのは画像設計学科

であった。 

環境設計学科は、従来の名称を支持する理由として次の 5 点を列挙した。

すなわち、①英語名称は日本語名称の単なる英訳ではなく固有名詞に近いも

のであると考えており、現在の英語名称は世界的にも定着しつつあると認識

している、②英語名称の変更は大学の理念を変更することになると思うが、

九州芸術工科大学の理念が変更されたわけではなく、博士課程の設置は大学

の理念に基づいたものであり、英語名称を変更する理由にはあたらない、③

日本語名称を変更しないかぎりは英語名称を変更する必要はないと考えるの

で、将来、学部の増設等により日本語名称を変更することとなったときに英

語名称も変更してはどうか、④英語名称を変更することは九州芸術工科大学

の設立の趣旨から逸脱することとなり、とくに「Design」を「Design 

Sciences」（設計に関する諸学）に変更することは九州芸術工科大学の設立目

的・使命といったものから外れていくこととなると思うので、現在の英語名

称となった背景を再確認する必要があるのではないか、⑤他大学の多くが

「University」を用いているなかで九州芸術工科大学が「Institute」を用い

ていることは、かえって個性的・特徴的であると思うので、英語名称の変更

を考えるよりも“Kyushu Institute of Design”をいっそう PR すべきではな

いか、といったものであった。 

 画像設計学科は、英語名称に「University」を用いたいということでは学

科の意見が一致しているとした。その理由については、“Kyushu Institute of 

Design”が外国で狭い意味に受け取られること、留学生が帰国した際に素直

に大学と受け取られるように英語名称に「University」を用いるほうが望ま

しいことに求められた。さらに「Kyushu University of」の後に続く語句に

ついては、①「Design」、②「Design Sciences」、③「Design Technology」

の 3 案を提示し、それぞれが「芸術工学」を適切に表現するには①で十分で
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あるとする意見、①のみではよく分からないので②としてはどうかという意

見、九州芸術工科大学の設立理念を素直に読めば工学が中心に置かれている

ので③としてはどうかという意見を受けたものであることが説明された。 

さらに、大学創設の約 10 年後に文部省から譲り受けた設置準備会の記録

のなかで、ある委員が現在の英語名称を示していたものの、議論が深められ

ていなかったことも確認されている（以上「企画運営委員会（平成 4 年度第

16 回）議事要旨」）。 

このような審議を受けて 11 月 10 日の企画運営委員会では、学長が

「Institute」と「University」については「University」を使用したいとの

意見のほうがやや多いようだが、その後に続く語句については様々な意見が

あり、このまま議論を続けても結論を得るのは難しいと総括して、当分の間

審議を保留することとなった（以上「企画運営委員会（平成 4 年度第 17 回）

議事要旨」）。こうして九州芸術工科大学の英訳名称が変更されることはなか

った。しかし、このプロセスは、九州芸術工科大学にとって国際的に自らを

どのように説明するのかという議論を深化させる契機となったのだった。 

 
 
第 4 節 九州芸術工科大学の学生生活 
 
（1）学生生活の状況 
 

学生寮 

 学生寮は 1968（昭和 43）年度に新営され、翌 1969 年度から開設された

（『九州芸術工科大学一覧 2001』、p.367。『大学案内』1969 年版、p.8）。

この井尻寮はキャンパスから南東に約 2km 離れたところに位置し、鉄筋 4

階建 160 名（男子）収容で、談話室、食堂、風呂、暖房設備等が整備されて

いた（『大学案内』1970 年版、pp.9-10）。 
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 学生寮の管理運営に

関する学生部長の諮問

機関としての学生寮委

員会には、寮生の自治

組織の代表者らが含ま

れた。寮の運営に学生

が参加することとなっ

たのは、当時の大学紛

争の多くが寮問題を発

端としていたことか

ら、大学が学生に協調

的な姿勢を示そうとしたためであった（「教官会議（第 18 回）議事要旨」）。 

 学生寮の施設中、食堂については食堂ホール（娯楽室）、厨房室および附属

室を有し、寮の開設と同時に業者委託方式で開業した。しかし、食堂におけ

る寮生の採食数が減少したため、業者は採算が合わなくなり 1974 年 10 月に

撤退した。その後約 10 年にわたって食堂の営業が休止していた間、寮自治

会は自らが主催する行事などで厨房室を使用し、寮生も食堂ホールを少人数

の共同製作場・音楽練習場として活用していた。また、食堂ホールは卓球台

を 2 台備えていたこともあり、寮生の憩いの場にもなっていた。 

そうしたなかで 1984 年 9 月の学生寮委員会において、寮生を代表する委

員は、学生寮食堂の再開について営業ベースに必要な採食数の確保は困難で

あるとの報告を行った。これを受けて学生委員会が学生寮食堂の有効利用を

検討することとなり、翌 1985 年 1 月、食堂ホールの部分は従来どおり寮に

おける各行事の際に使用するほか、卓球等のレクリエーションの場として活

用すること、附属室を含む厨房室の部分は自習室、補食室、備品収納室等と

して可能な範囲で改修を図ることとなった（以上「企画運営委員会（昭和 59

年度第 14 回）議事要旨」）。 

図 8-18 学寮居室 
出典：『大学概要』1974 年版。 
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1993（平成 5）年 2

～9 月、学生寮の改修

工事が実施された（「企

画運営委員会（平成 4

年度第 21 回）議事要

旨」「企画運営委員会

（平成 5 年度第 11 回）

議事要旨」）。これによ

り、学生寮は男子個室

に 110人を収容するこ

とができるようになった（『大学概要』1993 年版、pp.37）。また、翌 1994

年 3 月 1 日の学生寮規則の一部改正によって学生寮委員会が廃され、学生委

員会が学生寮の管理運営に関する事項の審議機関に充てられた（『芸工大公

報』第 590 号、1994 年 3 月 15 日）。 

 

学園祭 

学園祭については、学生有志が 1970（昭和 45）年 12 月の開催を目標とし

て検討していたが、諸般の事情により 1971 年の創立記念日前後まで延期す

ることとし、12 月 5・6 日に文化サークル発表会を開催した。さらに学生か

ら学園祭の計画案が提出されたのを受けて学生委員会で検討したところ、学

園祭については学生の自主性を尊重し、要望に応じて企画面で指導にあたる

との立場から、行事の内容や盛り上がりを判断して協賛する方式を取るのが

適当であるとの結論に達し、1971 年 5 月 31 日を学園祭のための休業日とす

ることとした。その後、日程が変更され 1971 年 5 月 29 日に第 1 回学園祭が

開催された（「企画運営委員会（第 24 回）議事要旨」）。以後、学園祭は毎年

開催され、第 4 回（1974 年）からは「空間構成」（巨大なオブジェとしてデ

ザインされた空間のなかでの音や光によるショー）、第 5 回からは「火祭り」

図 8-19 学園祭川下り（1980 年） 
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（火を囲み太鼓のリズムに合わせて叫び踊るイベント）、第 7 回からは「川

下り」（那珂川の上流から河口の中洲までの約 15km を手作り筏で下るイベ

ント）が行われるようになった（35 年史編集委員会『九州芸術工科大学 35

年史 芸術工学 源流から沃野へ』、九州芸術工科大学、2003 年、p.119）。 

 

大学生活に関する調査 

九州芸術工科大学では、1981（昭和 56）年 9 月 16 日から 22 日にかけて

留年調査委員会によって大学院学生を除く全学生を対象とした「大学生活に

関する調査」が実施された。留年調査委員会は、企画運営委員会の作業委員

会として設けられていた。大学当局においては、留年率の高さが以前から認

識されていた。それは、同年の学園祭のパンフレットに「留年通信」なる文

章が掲載され「大学生の四人に一人は留年していると言われ、文部省の悩み

の種らしい。そして南は九州福岡、国立大学の問題児、芸工大の留年打率は

実に三割六
ママ

分、三人に一人が貴重な国費を浪費する非国民なのである」と誇

張気味に記述されているように、学生においても同様であった（「企画運営委

員会（昭和 56 年度第 5 回）議事要旨」「企画運営委員会（昭和 56 年度第 20

回）議事要旨」）。とはいえ、この時期の文部省の調査によれば全国の留年学

生数は 1978 年をピークに減少しており（「留年きらう大学生 文部省調査 

就職の好転も反映か」、『朝日新聞』1981 年 9 月 15 日付朝刊）、九州芸術工

科大学の留年率も低下しつつあった（図 8-20）。 

留年調査委員会が「大学生活に関する調査」を実施したのは、留年に係る

問題の所在を明確にするために、学生生活全般の実態を調査することで留年

の要因や背景を分析することが不可欠であると考えたからであった。なお、

回収率は 96.6%（在学者総数 525 名・回答者総数 507 名）、そのうち留年生

の回収率も 90.7%（留年在学者数 54 名・回答者数 49 名）と非常に高かった。 

 ここでは、1982 年 3 月にまとめられた留年調査委員会の報告書から学生

生活の状況をみてみよう。 
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現在の居住場所に

ついては、自宅 155 人

（30.6%）、学寮 123

人（24.3%）、下宿 22

人（4.3%）、間借 201

人（39.7%）、その他 5

人（1.0%）であり、約

3 分の 2 の学生が親元

を離れて生活している

ことになる。学費・生

活費の主な出所につい

ては、全額親などから

の支出 186 人（37%）、

親などからの支出・奨学金 65 人（12.9%）、親などからの支出・アルバイト

184 人（36.6%）、親などからの支出・奨学金・アルバイト 57 人（11.3%）、

奨学金・アルバイト 8 人（1.6%）、アルバイトのみ 3 人（0.6%）であり、全

額親などからの支出によって学費・生活費を賄っている者の割合が低学年で

は高く、高学年となるほど低くなる傾向が認められた。 

過去 1 年間のアルバイトについては、内容としては家庭教師 186 人

（24.7%）、店員 151 人（20.1%）、事務 29 人（3.9%）、荷造り運搬 137 人

（18.2%）、特技（製図・図案等）78 人（10.4%）、新聞・牛乳配達 4 人（0.5%）、

その他 167 人（22.2%）であり、1～4 年生では家庭教師、留年生では特技が

最も多く、その時間としては長期休暇中のみ 118 人（26.5%）、日祭日等の授

業がないとき 64 人（14.4%）、授業時間中でも 16 人（3.6%）、平日で授業に

関係ないとき 98 人（22.0%）、夜間 130 人（29.2%）、その他 19 人（4.3%）

であり、1～4 年生では約 97%の者、留年生でも約 87%の者が授業に関係な

い時間にアルバイトを行っていることが確かめられた。また、その収入の使

 
図 8-20 留年率の推移 
出典：「企画運営委員会（昭和 55 年度第 17 回）議事要旨」
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途については、娯楽・教養・嗜好費 382 人（44.0%）、書籍・学用品費 151

人（17.4%）、生活費 233 人（26.8%）、課外活動費 45 人（5.2%）、授業料等

14 人（1.6%）、その他 43 人（5.0%）であり、半数に近い者がアルバイトの

目的を自分の生活を楽しむための資金作りとしているなかで、留年生におい

ては生活費・授業料等への支出が 1～4 年生に比して若干高い割合を示す傾

向が認められた。 

つぎに学生生活に関する項目として、現在の日常の学生生活全般について

は、「充実感のある学生生活を送っている」71 人（14.0%）、「一応普通に学

生生活を送っている」291 人（57.4%）、「学業に関しては意欲〔が〕ないが、

それ以外は普通〔に〕生活している」79 人（15.6%）、「生活全般について無

気力」40 人（7.9%）、「その他」26 人（5.1%）であることから、約 70%の者

が現在の学生生活に満足していたことが窺える。また、余暇の時間の過ごし

方については、読書 259 人（17.5%）、映画・テレビ 228 人（15.4%）、音楽

292 人（19.7%）、談笑 225 人（15.2%）、「なんとなくぶらぶらしている」143

人（9.7%）などで、8 つの回答項目のなかから 3 つを選ぶ方式が採られてい

たものの麻雀・パチンコは約 4%に過ぎなかった。 

大学への出校状況等については、毎日 403 人（79.6%）、週に 3・4 日 77

人（15.2%）、週に 1・2 日 10 人（2.0%）、「ときどき不定期に」10 人（2.0%）、

「ほとんど出て来ない」6 人（1.2%）と良好であった。出校率は高学年にな

るにつれて下がるものの、4 年生になると卒業が意識されてか再び上がる傾

向も確認された。 

課外（クラブ・サークル）活動については、「現在加入している」353 人

（69.9%）、「以前入っていたが今はやめてどれにも入っていない」89 人

（17.6%）、「はじめからどれにも入っていない」63 人（12.5%）であり、高

学年になるとともに活動から離れる者が増える傾向があるとされた。 

留年調査委員会の報告書においては、「留年問題」が学生の生活実態と関連

づけて集計されるに止まった（以上「企画運営委員会（昭和 56 年度第 20 回）
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議事要旨」）。この調査の延長線上において、1984 年度には学生生活の向上を

図る基礎資料とするため、留年を含む学生生活の実態を把握することを目的

とする調査が実施されている（「企画運営委員会（昭和 59 年度第 8 回）議事

要旨」「企画運営委員会（昭和 60 年度第 21 回）議事要旨」）。 
 

（2）学生の活動 

 

勧 進 

 九州芸術工科大学のユニークな活動として「勧
かん

進
じん

」がある。これは、人々

に仏道を説いて勧め、よい方向に導くことを言い表す仏教用語の「勧進」を

「よいことを進んで行う」という意味に捉えなおしたものである。第 1 回は

勧進元（発起人）の小池学長のもとで教官と学生の協力によって企画され、

1969（昭和 44）年 12 月 20 日に講堂で洋画家・伊藤研之
け ん し

の「夢のような話」

と題した講演が行われた。その様子は、新聞報道において「学園紛争がつづ

くなかで新しい学園づくりとして注目される」「古い体質の大学では変革が求

められているが、ここでは新生大学として教官と学生が同じ地平から大学を

つくり上げようという他大学には見られぬ芸工大方式」「月一回、開くプログ

ラムも勧進会会員が全教官、全学生から吸い上げたものを検討するという民

主的なやり方」と伝えられた（「新しい学園づくりへ 九州芸術工科大」、『西

日本新聞』1969 年 12 月 21 日付朝刊）。ここからは、大学紛争が収束に向か

っていたとはいえ既存の大学が自らのあり方を問われていた時代状況のなか

で、勧進が新設の九州芸術工科大学の校風を象徴するイベントとして好感を

もって受け止められていたことが窺える。会場の照明や音響については、九

州芸術工科大学の特色を活かして環境設計学科・音響設計学科の学生によっ

て演出された（前掲「新しい学園づくりへ 九州芸術工科大」）。 

 第 2 回以降も有志によって形式にとらわれないフリーな形で講演会・映画

上映などの行事が行われ、勧進は成果を挙げていた。しかし運営に後援会費
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の一部を用いていたため、講演会の年 3～4 回の実施が限度といった予算面

の不安を抱えていた。そこで、1972 年 3 月に学生委員会は勧進を厚生補導

の一環として明確化し、国費をもって実施するという考え方に立って「課外

教育企画（勧進）実施要項（案）」をまとめ、企画運営委員会の了承を得た。

この要項において勧進は、課外教育活動として全学的な各種の企画を立案・

実施し、学生の教養の向上、自律性の涵養、社会性の陶冶および学生相互の

啓発等を図ることを目的とするものとされた。また、学生部長の下に企画会

議（勧進員会）が置かれ、企画の庶務を学生課が行うことなども定められた。

このような形式を採ることに対しては、学生のなかに企画上管理されるので

はないかという危惧もあったが、学生部が十分に説明して納得させたという

（「企画運営委員会（第 41 回）議事要旨」）。 

その後 1981 年度までに勧進の実施回数は計 23 回となったが、実施のない

年度もあった。また、このころには勧進に対して熱意のある学生が少なくな

り、大学が特定の学生の企画案に対して経費の援助を行うかたちで実施され、

大学全体の行事という盛り上がりに欠けるようにもなっていた。さらに企画

会議構成員の選出にも苦慮する状況であった。そこで、1983 年 1 月に学生

委員会は勧進の振興を図るため実施要項の改正案をまとめ、2 月の企画運営

委員会で承認を得た。この改正によって、①企画会議構成員のうち学生側委

員が実態に沿ったもの（文化会議・体育総務委員会の役員とその推薦に基づ

き学生部長が指名する学生若干名）に改められ、②実施を担当する組織が企

画会議の下部機関として新設され、③企画の募集方法が改善される（年間の

実施方針を教官・学生に周知し、企画案を募集する）こととされた（「企画運

営委員会（昭和 57 年度第 13 回）議事要旨」）。こうして勧進は再スタートを

切ることとなった。 
 

サークル活動 

 九州芸術工科大学において、サークルは 1968（昭和 43）年 4 月 22 日施
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行の「九州芸術工科大学学生の団体および集会に関する規則」（資料編Ⅱ－

465、pp.461-462）に基づいて学長の許可を受けて組織された。 

当初、サークル活動のための部室はサークル棟（9 室）・体育館（8 室）・

音楽棟（1 室）の 18 室に及んでいた。このように大学が学生に一定数の部室

を提供できたのは、九州芸術工科大学が旧福岡教育大学の遊休施設を使用し

て開学したことによる。しかし、1970 年にはサークルの増加や施設の解体工

事に伴い部室問題が発生し、サークルのあり方をめぐる議論へと発展するこ

ととなった。 

1970 年 6 月 23 日の学生委員会では食堂・体育館・音響棟などの解体に伴

う厚生補導施設の移行措置が検討された。そこで承認された学生課案は、部

室のあり方について創立以来の 1 サークル 1 部室という概念を否定する路線

の上に従来の閉鎖的な部室を廃し、作業室・集会室・倉庫の 3 つの機能を有

機的に組み合わせた共同利用施設を建設し、これに移行していくというもの

であった。この決定に基づいて、9 月 19・22 日、10 月 6 日に学生部と文化・

体育サークルの話し合いが行われた。さらに 10 月 16 日には文化サークルキ

ャップ会議、翌日には体育サークルキャップ会議が開催された。10 月 24 日

の文化サークル・体育サークル合同のキャップ会議では、①要望書を作成す

ること、②10 月 28 日に全学集会を開催すること、③署名を集めること、④

いつでも座り込みのできる態勢を作り上げること、⑤この問題を契機に自治

会結成に持ち込むことが決議された。 

10 月 28 日に専門棟前広場で学生 230 名が参加して開催された文化・体育

両総務主催の全学集会では、全員一致で要望書を承認し、応急の場合の座り

込みを決議、その判断と行使を議長団に一任した。この「課外活動施設設置

について」と題された学長宛ての要望書は、11 月 9 日に 239 名の学生の同

意署名を添えて学生部長に提出された。そこでは①サークル部室として厚生

施設 3 階の全室を要求する、②部室以外に文化系サークル共有施設としてス

タジオ、アトリエ、印刷工場、オーケストラ練習場、軽音楽練習場、舞台、
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照明施設の設置ならびに温室、花壇用敷地の設置を要求する、③合宿研修所、

武道場、屋内トレーニング場、海の家、ヨット倉庫の設置、学外に総合グラ

ウンドの建設を要求する、④課外活動ならびに学生全般に関する諸問題が生

じた際の大学当局と体育総務委員会・文化総務委員会等との交渉機関の常時

設置を要求するといった要望事項が掲げられ、2 週間以内の文書回答が求め

られていた。 

要望書において、学生たちは部室の必要性をどのように認識していたのだ

ろうか。まず、部室の意義は「サークル部室はサークル活動の目的を効果的

に達成するために必要な施設である。〔中略〕特に、サークルにとって最も重

要であるサークル・コミュニケーションを持つための場でもある」と説明さ

れる。そして、この「サークル・コミュニケーション」という観点、すなわ

ち「文化系サークルにとっては共同研究等を進めていく上で必要に応じた時、

または、常時コミュニケーションが持たれなければならない点、体育系サー

クルにとってはチーム・ワークを育成するためにチームの独自の帰る場所が

持たれなければならない点」において 1 サークル 1 部室の必要性が主張され

るのである。そのような立場から、「全サークルに対して共同集会室と共同倉

庫を以って部室にあてがう」大学案は「従来の多目的用途、即ち、管理、更

衣、ミーティングといった多くの用途を持った部屋こそがサークル・コミュ

ニケーションを育成する上で最も適当であると考える」として否定されるこ

ととなった。 

とはいえ学生たちも、「現在、確かに全学におけるサークル活動が活発であ

るとは、我々学生側からみても断言できない」と自らの活動のあり方を顧み

ようとしていた。しかし、その責任は学生だけでなく、「学生が心おきなく自

主活動するための設備ならびに時間的配慮もなく学生側にその責任を押しつ

けるのは納得し難い」と大学にも求められる。そして学生たちは、「これらの

自主活動の背景にある様々な問題を配慮することもなく、自主活動の場であ

る部室を共有化し、その自主的な活動の芽を摘み取ろうとしている〔中略〕
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学生無視の態度に〔中

略〕激怒を押えること

が出来ない」のであっ

た。 

この要望書の取扱

いについて、学生委員

会は 11 月 10 日に討議

を行い、①課外活動、

とくにサークル活動に

ついての大学の考え方

をまとめること、②厚

生補導施設の将来計画およびこれに関連した移行計画を早急に作り上げるこ

と、③学生との話し合い機関について考えることを全学的に調整し、早急に

学生側に通知することを確認した。また、今回の動きのなかに特定の教官の

教唆扇動があり、問題を複雑化・長期化させそうな形勢にあるので、学生部

はよりいっそう学生との接触を保ち、積極的に話し合いを進めて行くことも

確認されている。 

このうち②については、11 月 21 日・12 月 14 日の学生委員会で審議され

た。また、学生との接触については、11 月 21 日にサークル代表と学生部長

の意見交換が、12 月 16 日に講堂において将来計画の説明会が学生部主催で

行われた。さらに 12 月 18 日にはサークル顧問を交えての懇談会も開かれ、

サークル施設の将来計画を主として話し合いが持たれた。翌 19 日には学生

部長室において香山
こうやま

壽夫
ひ さ お

助教授を中心に学生部長、学生課長らも参加して「サ

ークル施設を考える会」が学生部主催で開催された。 

こうした議論の積み重ねの結果、12 月 23 日に学生部主催で文化・体育両

総務委員との話し合いが開かれ、学生側が 12 月 19 日のサークル施設を考え

る会で検討された文化共用・合宿研修施設的な内容を持った施設が早急にで

図 8-21 体育サークルの活動 
出典：『大学概要』1974 年版。 
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きるのであれば、1 サークル 1 部室に拘泥しないことを言明し、解体予定の

体育館から移転することを約束した。また、この課外活動施設ができるまで

の暫定措置として、現在のサークル棟（9 室）は、共同倉庫とすることも確

認された。翌 1971 年 1 月 15 日には体育館からサークル棟（倉庫）への部室

の移転が完了した。 

一方で、1970 年 11 月 10 日の学生委員会の確認事項①③については、翌

1971 年 3 月 16 日の拡大教授会で「学生の課外活動のあり方について」が確

認された。ここでは、サークル活動が「学生が自主的に行なう集団的文化・

体育活動であり、大学がその趣旨と目的および内容に関し、教育的意義を認

め、その活動を公認するものである」と位置づけられた。また、サークルの

結成には、サークルへの加入と脱退の自由が保障されており、そのサークル

活動が学内の全ての学生に対して公開されること、サークル活動は部員各自

の支弁する経費で運営され、他人の援助を前提とせず、営利を目的としない

ことという条件に合うことが求められた。さらにサークル活動のための施設

については、九州芸術工科大学が小規模であることから「共同利用の原則」

が示されたが、事務・技術作業の場、収納空間、ホームルームとしての部室

の機能の必要性も認め、1 サークル 1 部室という慣習を改めるには学生自身

の自主的な協力に俟たなければならないとしながらも、大学が施設全般の整

備およびサークル活動の指導に関して充分な措置を講ずる必要があるという

考えを打ち出した。また、大学と学生の話し合いの場については、大学側か

ら学生部長、顧問教官若干名、学生側から文化・体育両総務委員長、両総務

委員若干名をメンバーとし、学生課長を幹事とする「サークル活動協議会」

を置く必要があるとの見解が採られた。 

こうして大学側が主張する共同利用を学生側が受け入れ、大学側も 1 サー

クル 1 部室を除いては学生側の主張を可能な限り汲み取ろうとするなど、双

方の歩み寄りをもって部室問題は決着した（以上「九州芸術工科大学サーク

ル部室について（報告）」、『九州芸術工科大学・第 75 の 1、75 の 2 冊・昭和
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44 年～昭和 51 年』昭 62 文部 00176、国立公文書館所蔵）。 

 サークル共同利用施設については、1973 年度概算要求において「体育サー

クル共用施設」として盛り込まれた。要求にあたっては、従来の単なる器具

庫・シャワー室・ロッカー室という施設のみにとどまらない、クラブハウス

的な体育サークル会館を理想とすること、体育サークルのメンバーの会合・

研修・合宿・休養などの活動が総合的に可能なセンターとして共通利用方式

を前提に整備することが説明された。また、他の使用に支障のないかぎり文

化サークル等の活動に一部施設を兼用していく方針も示された（「昭和 48 年

度概算要求（厚生補導施設）の説明資料」）。こうして 1973 年度に体育サー

クル施設棟（鉄筋コンクリート 2 階建）が新営された（『九州芸術工科大学

一覧 2001』、p.367）。1975 年度には 1 階が体育系サークル、2 階が文化系

サークルによって使用され、2 階の一部が合宿所として利用されていた。こ

の時期には文化系サークル（同好会を含む）15 団体、体育系サークル（同）

15 団体が存在し、テープレポートプレイ、古建築研究会、インテリアプロダ

クトデザイン研究会のような芸術工学の学生ならではのサークルも活動して

いた（『大学概要』1975 年版、p.18）。 
 

学生自治会 

1973（昭和 48）年の第 3 回学園祭の準備段階において企画が募られた際、

「水俣病を告発する会」から水俣病に関する映画の上映が挙げられた。同会

は映画フィルムの借用代を援助するよう大学に求めた。学生部が検討したと

ころ、上映によって特定の団体を支援する意図が濃厚であり、特定の団体を

支援あるいは非難するために国費を使用することはできないことから、援助

は見送られた。6 月 1～3 日の学園祭終了後、学園祭実行委員会主催による学

園祭を反省する全学集会が開催され、水俣病を告発する会が主導するかたち

で議事が進行された。その結果、学生自治会を結成することとなり、準備委

員会が設けられた（「常置教授会（第 44 回）議事要旨」）。 
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 その後、7 月に準備委員会は厚生施設棟の 1 室を専用の部屋として使用す

ること、準備委員会用の仮設掲示板を設置することを大学に要求した。これ

に対して大学は、厚生施設棟が教職員および学生の共同利用であることを考

慮して準備委員会による部屋の専用を拒否したが、仮設掲示板はサークルの

例に合わせて認めることとした（「企画運営委員会（第 62 回）議事要旨」）。 

 10 月 31 日、全学生の 3 分の 2 以上の署名をもって九州芸術工科大学学生

自治会の結成が確認された。さらに 11 月 26 日の執行委員会選挙の終了によ

って学生自治会の組織が整えられた。そこで学生自治会の執行委員長は 11

月 28 日付の文書に規約を添えて、同会を学生の意志を代表する団体として

承認するよう学長に求めた。この対応策について学生委員会、さらに企画運

営委員会で審議した結果、学生の団体および集会に関する規則に基づいて学

長が許可するものとし、顧問教官を学生部長とすることとした（「企画運営委

員会（第 67 回）議事要旨」）。 

しかし学生自治会は、より明確な形で同会を認めてほしいと考えており、

学生の団体および集会に関する規則に基づく措置に不満を示した。そこで大

学は、現在の学生自治会が内容的に充実すればそれなりの対応を検討する旨

を伝えた（「企画運営委員会（第 68 回）議事要旨」）。 

これを受けて学生自治会は 1974年 2月 14日付で学生団体組織許可願を学

長に提出し、3 月 6 日付で許可された。許可に際して学生部長は、学生自治

会の要求を受け入れて確認書を渡した。その内容は、①学生自治会が本来学

生の総意を代表する自主的な団体であること、②学生自治会に対する学生の

団体および集会に関する規則の適用は暫定的なものであり、将来的に必要が

ある場合は顧問教官の項の適用除外等の措置がありえること、③大学は学生

自治会から正式に要請があった場合、他の学生団体と同様に会見・協議に応

じる用意があることを認めるものであった（「企画運営委員会（第 70 回）議

事要旨」）。 

こうして学生自治会は学生の勉学、課外活動、生活環境の改善・発展等を
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目標として活動することとなった（『大学概要』1974 年版、p.8）。 

 


